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電力需要電力需要
�� 人口増加等を背景とした需要の増加人口増加等を背景とした需要の増加

�� 民生用の比率が高く、景気変動の影響低い民生用の比率が高く、景気変動の影響低い
22

競争環境競争環境
�� 系統独立による電力間競争からの隔離系統独立による電力間競争からの隔離

�� 特定規模電気事業者との競合なし特定規模電気事業者との競合なし

�� 自家発事業者の進出は限定的自家発事業者の進出は限定的

（（PECPECによるグループからの需要離脱防止）によるグループからの需要離脱防止）

33
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電力設備電力設備
�� 単独系統のため、高い供給予備力が必要単独系統のため、高い供給予備力が必要

�� 石油、石炭のみに頼る電源構成石油、石炭のみに頼る電源構成
44～～77

燃燃 料料 �� 石油、石炭のみであり、価格高騰による影響大石油、石炭のみであり、価格高騰による影響大 88～～1010

離離 島島 �� 高コスト構造のため、恒常的に赤字を計上高コスト構造のため、恒常的に赤字を計上 1111～～1212

環環 境境 �� 環境負荷の高い化石燃料（石油、石炭）に依存環境負荷の高い化石燃料（石油、石炭）に依存 1313

不利性不利性不利性不利性不利性不利性不利性不利性

11111111



（単位：％） （単位：％）

民生 用
民生 用民生 用
民生 用 2. 4 (2. 4) 1. 9 (2. 1) 民生用

民生用民生用
民生用 2. 3 (2.2 ) 1. 1 (1.4 )

産業 用
産業 用産業 用
産業 用 1. 9 (1. 9) 0. 8 (0. 8) 産業用

産業用産業用
産業用 0. 8 (0.9 ) 0. 6 (0.6 )

2. 3 (2. 3) 1. 7 (1. 9) 1. 7 (1.6 ) 0. 9 (1.1 )

注
注注
注 ：(   

：(   ：(   
：(   )内

)内)内
)内 の

のの
の 伸

伸伸
伸 び

びび
び 率
率率
率 は

はは
は 気温

気温気温
気温 うる う

うる ううる う
うる う 補正後

補正後補正後
補正後 。

。 。
。 出所

出所出所
出所 ：

： ：
： 日本電力調査委員会 
日本電力調査委員会 日本電力調査委員会 
日本電力調査委員会 （

（ （
（ 伸
伸伸
伸 び

びび
び 率
率率
率 は

はは
は 流通対応需要

流通対応需要流通対応需要
流通対応需要 にて

にてにて
にて 算出

算出算出
算出 ）

） ）
）

注
注注
注 ：(  

：(  ：(  
：(  ) 内

) 内) 内
) 内 の

のの
の 伸

伸伸
伸 び
びび
び 率

率率
率 は

はは
は 気温

気温気温
気温 う るう

う るうう るう
う るう 補正後

補正後補正後
補正後 。

。 。
。

20 05-2016年平 均伸
年平 均伸年平 均伸
年平 均伸 び

びび
び 率

率率
率

合
合合
合 　

　 　
　 計
計計
計

年平均伸
年平均伸年平均伸
年平均伸 び

びび
び 率

率率
率

電 力需要
電 力需要電 力需要
電 力需要 電力需 要

電力需 要電力需 要
電力需 要

合
合合
合 　

　 　
　 計

計計
計

1 995-20 05 2 005-20 16 19 95-200 5

沖 縄
沖 縄沖 縄
沖 縄 全 国

全 国全 国
全 国 （

（ （
（ 沖 縄 除
沖 縄 除沖 縄 除
沖 縄 除 き

きき
き ）

） ）
）

1,308
1,3081,308
1,308 1, 318

1, 3181, 318
1, 318 1,312

1,3121,312
1,312 1,324

1,3241,324
1,324

1, 434
1, 4341, 434
1, 434

5,885
5,8855,885
5,885

6, 028
6, 0286, 028
6, 028 6,064

6,0646,064
6,064 6,116

6,1166,116
6,116

7, 431
7, 4317, 431
7, 431

1, 353 1, 362

1, 420

1,368

1,00 0

2,00 0

3,00 0

4,00 0

5,00 0

6,00 0

7,00 0

8,00 0

9,00 0

10,00 0

2 004 200 5 2006 2007 （
（ （
（ 予測
予測予測
予測 ）

） ）
） ・・・

・・・・・・
・・・ 2016 （

（ （
（ 予 測
予 測予 測
予 測 ）

） ）
）

1, 100
1, 1001, 100
1, 100

1, 150
1, 1501, 150
1, 150

1, 200
1, 2001, 200
1, 200

1, 250
1, 2501, 250
1, 250

1, 300
1, 3001, 300
1, 300

1, 350
1, 3501, 350
1, 350

1, 400
1, 4001, 400
1, 400

1, 450
1, 4501, 450
1, 450

1, 500
1, 5001, 500
1, 500

民生用
民生用民生用
民生用

産業用
産業用産業用
産業用

人口
人口人口
人口( 沖縄県

沖縄県沖縄県
沖縄県)

( 84%)

( 82%)( 82%)( 82%)( 82%)

( 16%)( 18%)( 18%)( 18%)( 18%)

7,346
7,3467,346
7,346 7, 376

7, 3767, 376
7, 376 7,440

7,4407,440
7,440

8, 865
8, 8658, 865
8, 865

7,193
7,1937,193
7,193

(百万
(百万(百万
(百万 ｋ

ｋ ｋ
ｋ W h
W hW h
W h ）

） ）
） ( 千人

( 千人( 千人
( 千人 ）

） ）
）

（単 位：％） （単位：％ ）

民生用
民生用民生用
民生用 2 .4 (2. 4) 1. 9 (2 .1 ) 民 生用

民 生用民 生用
民 生用 2. 3 (2.2 ) 1. 1 (1. 4)

産業用
産業用産業用
産業用 1 .9 (1. 9) 0. 8 (0 .8 ) 産 業用

産 業用産 業用
産 業用 0. 8 (0.9 ) 0. 6 (0. 6)

2 .3 (2. 3) 1. 7 (1 .9 ) 1. 7 (1.6 ) 0. 9 (1. 1)

注
注注
注 ：(  

：(  ：(  
：(  ) 内

) 内) 内
) 内 の

のの
の 伸
伸伸
伸 び

びび
び 率

率率
率 は

はは
は 気温

気温気温
気温 うる う

うる ううる う
うる う 補正後

補正後補正後
補正後 。

。 。
。 出所

出所出所
出所 ：

： ：
： 日本電力調査委員会 
日本電力調査委員会 日本電力調査委員会 
日本電力調査委員会 （

（ （
（ 伸
伸伸
伸 び

びび
び 率

率率
率 は

はは
は 流通対応需要

流通対応需要流通対応需要
流通対応需要 にて

にてにて
にて 算出

算出算出
算出 ）

） ）
）

注
注注
注 ：(   

：(   ：(   
：(   )内

)内)内
)内 の

のの
の 伸

伸伸
伸 び

びび
び 率

率率
率 は
はは
は 気温

気温気温
気温 うる う

うる ううる う
うる う 補正後

補正後補正後
補正後 。

。 。
。

沖縄
沖縄沖縄
沖縄 全国

全国全国
全国 （

（ （
（ 沖縄除

沖縄除沖縄除
沖縄除 き

きき
き ）

） ）
）

2 005-20 16年平均伸
年平均伸年平均伸
年平均伸 び

びび
び 率

率率
率

合
合合
合 　

　　
　 計
計計
計

年平均伸
年平均伸年平均伸
年平均伸 び

びび
び 率

率率
率

電力需要
電力需要電力需要
電力需要 電力需要

電力需要電力需要
電力需要

合
合合
合 　

　　
　 計
計計
計

1995 -2 005 200 5-2016 19 95-200 5

1,308
1,3081,308
1,308 1, 318

1, 3181, 318
1, 318 1,312

1,3121,312
1,312 1,324

1,3241,324
1,324 1, 434

1, 4341, 434
1, 434

5,885
5,8855,885
5,885 6, 028

6, 0286, 028
6, 028 6,064

6,0646,064
6,064 6,116

6,1166,116
6,116

7, 431
7, 4317, 431
7, 431

1,35 3 1, 362

1, 420

1,368

1, 000

2, 000

3, 000

4, 000

5, 000

6, 000

7, 000

8, 000

9, 000

10, 000

2004 20 05 2 006 2007 （
（ （
（ 予測
予測予測
予測 ）

） ）
） ・・・

・・・・・・
・・・ 201 6 （

（ （
（ 予測
予測予測
予測 ）

） ）
）

1,100
1,1001,100
1,100

1,150
1,1501,150
1,150

1,200
1,2001,200
1,200

1,250
1,2501,250
1,250

1,300
1,3001,300
1,300

1,350
1,3501,350
1,350

1,400
1,4001,400
1,400

1,450
1,4501,450
1,450

1,500
1,5001,500
1,500

民生用
民生用民生用
民生用

産業用
産業用産業用
産業用

人口
人口人口
人口( 沖縄県

沖縄県沖縄県
沖縄県)

(84 %)

( 82%)(82 %)(82 %)( 82%)

( 16%)( 18%)( 18%)( 18%)( 18%)

7,346
7,3467,346
7,346 7,376

7,3767,376
7,376 7,440

7,4407,440
7,440

8, 865
8, 8658, 865
8, 865

7, 193
7, 1937, 193
7, 193

(百 万
(百 万(百 万
(百 万 ｋ

ｋ ｋ
ｋ Wh

WhWh
Wh ）

） ）
） ( 千人

( 千人( 千人
( 千人 ）

） ）
）

（単 位：％） （単 位：％）

民 生用
民 生用民 生用
民 生用 2.4 (2. 4) 1.9 (2. 1) 民 生用

民 生用民 生用
民 生用 2. 3 (2 .2) 1. 1 (1 .4 )

産 業用
産 業用産 業用
産 業用 1.9 (1. 9) 0.8 (0. 8) 産 業用

産 業用産 業用
産 業用 0. 8 (0 .9) 0. 6 (0 .6 )

2.3 (2. 3) 1.7 (1. 9) 1. 7 (1 .6) 0. 9 (1 .1 )

注
注注
注 ：(   

：(   ：(   
：(   ) 内

) 内) 内
) 内 の

のの
の 伸

伸伸
伸 び

びび
び 率

率率
率 は

はは
は 気温

気温気温
気温 う るう

う るうう るう
う るう 補正後

補正後補正後
補正後 。

。 。
。 出所

出所出所
出所 ：

： ：
： 日本電力調査委員会 
日本電力調査委員会 日本電力調査委員会 
日本電力調査委員会 （

（ （
（ 伸
伸伸
伸 び

びび
び 率

率率
率 は

はは
は 流通対応需要

流通対応需要流通対応需要
流通対応需要 にて

にてにて
にて 算出

算出算出
算出 ）

） ）
）

注
注注
注 ：(   
：(   ：(   
：(   ) 内

) 内) 内
) 内 の

のの
の 伸
伸伸
伸 び

びび
び 率

率率
率 は

はは
は 気温

気温気温
気温 うるう

うるううるう
うるう 補正後

補正後補正後
補正後 。

。 。
。

沖縄
沖縄沖縄
沖縄 全国

全国全国
全国 （

（ （
（ 沖 縄 除
沖 縄 除沖 縄 除
沖 縄 除 き

きき
き ）

） ）
）

200 5-2016年平 均伸
年平 均伸年平 均伸
年平 均伸 び

びび
び 率

率率
率

合
合合
合 　

　　
　 計

計計
計

年 平均伸
年 平均伸年 平均伸
年 平均伸 び

びび
び 率

率率
率

電 力需要
電 力需要電 力需要
電 力需要 電力需要

電力需要電力需要
電力需要

合
合合
合 　

　　
　 計

計計
計

199 5-2005 200 5-2016 199 5-2005

1,308
1,3081,308
1,308 1,318

1,3181,318
1,318 1, 312

1, 3121, 312
1, 312 1, 324

1, 3241, 324
1, 324

1, 434
1, 4341, 434
1, 434

5,885
5,8855,885
5,885

6,028
6,0286,028
6,028 6, 064

6, 0646, 064
6, 064 6, 116

6, 1166, 116
6, 116

7, 431
7, 4317, 431
7, 431

1,353 1,362

1, 420

1, 368
1,383

1,0 00

2,0 00

3,0 00

4,0 00

5,0 00

6,0 00

7,0 00

8,0 00

9,0 00

10,0 00

2004 2005 2 006 200 7 （
（ （
（ 予測
予測予測
予測 ）

） ）
） ・・・

・・・・・・
・・・ 2016 （

（ （
（ 予測
予測予測
予測 ）

） ）
）

1, 100
1, 1001, 100
1, 100

1, 150
1, 1501, 150
1, 150

1, 200
1, 2001, 200
1, 200

1, 250
1, 2501, 250
1, 250

1, 300
1, 3001, 300
1, 300

1, 350
1, 3501, 350
1, 350

1, 400
1, 4001, 400
1, 400

1, 450
1, 4501, 450
1, 450

1, 500
1, 5001, 500
1, 500

民生用
民生用民生用
民生用

産業用
産業用産業用
産業用

人口
人口人口
人口( 沖縄県

沖縄県沖縄県
沖縄県)

( 84%)

(82%)( 82%)( 82%)(8 2%)

( 16%)(18 %)( 18%)(1 8%)( 18%)

7, 346
7, 3467, 346
7, 346 7,376

7,3767,376
7,376 7, 440

7, 4407, 440
7, 440

8 ,865
8 ,8658 ,865
8 ,865

7, 193
7, 1937, 193
7, 193

( 百万
( 百万( 百万
( 百万 ｋ

ｋ ｋ
ｋ Wh
WhWh
Wh ）

） ）
） ( 千人

( 千人( 千人
( 千人 ）

） ）
）人口人口人口人口のののの増加増加増加増加にににに伴伴伴伴いいいい、、、、民生用需要民生用需要民生用需要民生用需要をををを中心中心中心中心としたとしたとしたとした電力需要電力需要電力需要電力需要のののの伸伸伸伸びがびがびがびが見込見込見込見込まれるまれるまれるまれる人口人口人口人口のののの増加増加増加増加にににに伴伴伴伴いいいい、、、、民生用需要民生用需要民生用需要民生用需要をををを中心中心中心中心としたとしたとしたとした電力需要電力需要電力需要電力需要のののの伸伸伸伸びがびがびがびが見込見込見込見込まれるまれるまれるまれる

6,155 6,243 6,159 6,238 
7,224 

7,478 7,521 7,440 
7,541 

8,597 

1,382 
1,393 1,402 1,411

1,430 

1,300 

1,350 

1,400 

1,450 

1,500 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

9,000 

10,000 

（千人）（百万kWh) 民生用

産業用

人口（沖縄県）

（（82%82%）） （（83%83%）） （（83%83%）） （（83%83%））

（（84%84%））

電力需要電力需要電力需要電力需要電力需要電力需要電力需要電力需要電力需要電力需要電力需要電力需要電力需要電力需要電力需要電力需要

沖縄沖縄 （単位：（単位：%%））

年平均伸び率年平均伸び率 20002000--20102010 20102010--20212021

電力需要電力需要
民生用民生用 1.31.3（（1.31.3）） 1.31.3（（1.41.4））

産業用産業用 1.01.0（（1.01.0）） 0.70.7（（0.70.7））

合合 計計 1.31.3（（1.31.3）） 1.21.2（（1.31.3））

注：（注：（ ）内の伸び率は気温補正後）内の伸び率は気温補正後

全国（沖縄除き）全国（沖縄除き） （単位：（単位：%%））

年平均伸び率年平均伸び率 20002000--20102010

電力需要電力需要
民生用民生用 1.41.4（（1.31.3））

産業用産業用 0.4 0.4 （（0.40.4））

合合 計計 1.01.0（（0.90.9））

出所：日本電力調査委員会（伸び率は流通対応需要にて算出）出所：日本電力調査委員会（伸び率は流通対応需要にて算出）

注：（注：（ ）内の伸び率は気温補正後）内の伸び率は気温補正後

1,323 1,278 1,281 1,303 1,373 

6,155 6,243 6,159 6,238 

1,100 

1,150 

1,200 

1,250 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

2009 2010 2011 2012(想定) ・・・・ 2021(想定） （年度）

（（18%18%））

（（82%82%））

（（17%17%））

（（83%83%））

（（17%17%））

（（83%83%））

（（17%17%））

（（83%83%））

（（16%16%））
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自家発事業者自家発事業者自家発事業者自家発事業者とのとのとのとの競争競争競争競争自家発事業者自家発事業者自家発事業者自家発事業者とのとのとのとの競争競争競争競争自家発事業者自家発事業者自家発事業者自家発事業者とのとのとのとの競争競争競争競争自家発事業者自家発事業者自家発事業者自家発事業者とのとのとのとの競争競争競争競争

�� 県内における自家発の占める割合は県内における自家発の占める割合は3%3%（認可出力ベース）（認可出力ベース）

�� 自家発市場の業務用分野において、自家発市場の業務用分野において、PECPECのシェアはのシェアは55%55%（認可出力ベース）（認可出力ベース）

（（20122012年年33月末現在）月末現在）

自家発認可出力自家発認可出力自家発認可出力自家発認可出力のののの推移推移推移推移

自家発事業者自家発事業者自家発事業者自家発事業者のののの進出状況進出状況進出状況進出状況

県内県内県内県内におけるにおけるにおけるにおける自家発自家発自家発自家発のののの占占占占めるめるめるめる割合割合割合割合

業務用 2%

産業用 1%

※※（（ ）内の数字は設置件数）内の数字は設置件数

当社供給

2222,,,,245245245245MW  MW  MW  MW  

97979797%%%%

自家発 64646464MWMWMWMW

3333%%%%

県内県内県内県内のののの自家発自家発自家発自家発のうちのうちのうちのうちPECのののの占占占占めるめるめるめる割合割合割合割合

※※当社供給には電源開発㈱を含む当社供給には電源開発㈱を含む

�� 自家発動向自家発動向 《《出力および件数出力および件数》》

※※当社へ系統連系している常用発電機のみを集計。当社へ系統連系している常用発電機のみを集計。

※※風力発電、太陽光発電、当社設備等を除く。風力発電、太陽光発電、当社設備等を除く。

業務用のみ

33

※※ PECPEC：㈱プログレッシブエナジー：㈱プログレッシブエナジー

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

買電へ

切り替え

▲11MW

（▲5件）

▲1MW

（▲2件）

▲1MW

（▲2件）

▲1MW

（▲1件）

自家発へ

切り替え

1MW

（2件）

α

（1件）

7MW

（3件）

3MW

（1件）

合計
▲9MW

（▲3件）

▲1MW

（▲1件）

6MW

（1件)

2MW

（0件)

PECPECPECPEC

22224444MWMWMWMW

55555555%%%%

（11116666件）
他社計

3333MWMWMWMW

6666%%%%

（3333件）

自己所有

17171717MWMWMWMW

33339999%%%%

（15151515件）

合計

44MW

（34件）



≪≪≪≪≪≪≪≪供給予備力供給予備力供給予備力供給予備力供給予備力供給予備力供給予備力供給予備力≫≫≫≫≫≫≫≫

20112011

（（H23H23））【【実績実績】】

20122012

（（H24H24））
20162016

（（H28H28））
20212021

（（H33H33））

最大電力最大電力 1,3411,341 1,4301,430 1,5071,507 1,6081,608

供給力供給力 2,0862,086 2,0842,084 2,0782,078 2,0392,039

供給予備力供給予備力 745745 654654 571571 431431

供給予備率供給予備率 55.655.6 45.745.7 37.937.9 26.826.8

沖縄電力沖縄電力 （単位：千（単位：千kWkW、、%%））

電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備 （（（（供給予備力供給予備力供給予備力供給予備力））））（（（（供給予備力供給予備力供給予備力供給予備力））））電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備 （（（（供給予備力供給予備力供給予備力供給予備力））））（（（（供給予備力供給予備力供給予備力供給予備力））））

44

�� 他電力会社との融通ができない単独系統であるため、安定供給には高い供給予備力の確保が必要他電力会社との融通ができない単独系統であるため、安定供給には高い供給予備力の確保が必要

�� 必要供給予備力は、最大ユニットの事故時においても安定供給が可能となるよう最大単機容量相当必要供給予備力は、最大ユニットの事故時においても安定供給が可能となるよう最大単機容量相当
を確保を確保

電力需要の伸びに伴う増加要因はあるものの電力需要の伸びに伴う増加要因はあるものの、、設備投資額の抑制や負荷平準化の推進等に努め設備投資額の抑制や負荷平準化の推進等に努め、、
効率的な設備形成を目指す効率的な設備形成を目指す

注注11：：2011(H23)2011(H23)年度は最大電力が年度は最大電力が77月に発生しています。月に発生しています。



�� 地理的・地形的および需要規模の制約等により水力、原子力の開発が困難であることか地理的・地形的および需要規模の制約等により水力、原子力の開発が困難であることか
ら、石油、石炭に頼る電源構成ら、石油、石炭に頼る電源構成

�� 環境特性に優れた液化天然ガス（環境特性に優れた液化天然ガス（LNGLNG）火力発電所を導入し、電源の多様化を図る）火力発電所を導入し、電源の多様化を図る

電力安定供給のためのセキュリティー向上電力安定供給のためのセキュリティー向上

≪≪≪≪電源構成電源構成電源構成電源構成≫≫≫≫

電力設備電力設備電力設備電力設備 （（（（電源構成電源構成電源構成電源構成））））電力設備電力設備電力設備電力設備 （（（（電源構成電源構成電源構成電源構成））））

電力安定供給のためのセキュリティー向上電力安定供給のためのセキュリティー向上

※※20112011年、年、20212021年いずれも他社分含む年いずれも他社分含む

発電電力量構成比率（発電端）発電電力量構成比率（発電端）

ＬＮＧ火力発電所
運開後のイメージ

石炭
76%

新エネ・

その他
2%

石油
22%

2011年度【実績】

55

LNG
29%

原子力

29%

水力

9% 石油等

8%

石炭

25%新エネ・

その他

1%

2010年度【実績】

【【参考：電力参考：電力1010社計社計】】

（出所：電気事業連合会「（出所：電気事業連合会「電気事業の現状電気事業の現状20122012｣｣））



堅調な需要増への対応堅調な需要増への対応

環境対策環境対策 ⇒⇒ 環境関連コストの大幅増を回避環境関連コストの大幅増を回避

燃料多様化燃料多様化 ⇒⇒ エネルギーセキュリティの向上エネルギーセキュリティの向上

LNGLNGを有効活用した新たなビジネスチャンスも模索を有効活用した新たなビジネスチャンスも模索

1,21,2号機発電設備（号機発電設備（25.125.1万万kWkW××22基）基）

LNGLNGターミナル（ターミナル（1414万万klkl××22基）基）

建設目的建設目的建設目的建設目的建設目的建設目的建設目的建設目的

投資計画投資計画投資計画投資計画投資計画投資計画投資計画投資計画

電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備 （（（（吉吉吉吉のののの浦浦浦浦（（（（吉吉吉吉のののの浦浦浦浦LNGLNG火力火力火力火力））））火力火力火力火力））））電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備 （（（（吉吉吉吉のののの浦浦浦浦（（（（吉吉吉吉のののの浦浦浦浦LNGLNG火力火力火力火力））））火力火力火力火力））））

【【建設地建設地】】

LNGLNGターミナル（ターミナル（1414万万klkl××22基）基）

その他費用も含め、その他費用も含め、1,0001,000億円程度の事業規模億円程度の事業規模

投資のピークは、投資のピークは、20102010～～20122012年度の見込み年度の見込み

建設建設建設建設スケジュールスケジュールスケジュールスケジュール建設建設建設建設スケジュールスケジュールスケジュールスケジュール

建 設 地建 設 地建 設 地建 設 地建 設 地建 設 地建 設 地建 設 地
沖縄 県中頭 郡沖縄 県中頭 郡沖縄 県中頭 郡沖縄 県中頭 郡沖縄 県中頭 郡沖縄 県中頭 郡沖縄 県中頭 郡沖縄 県中頭 郡
中 城 村中 城 村中 城 村中 城 村中 城 村中 城 村中 城 村中 城 村

【【全景写真全景写真】】
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20122012のののの主主主主なイベントなイベントなイベントなイベントのののの主主主主なイベントなイベントなイベントなイベント

・・LNGLNG受入開始受入開始
・試運転開始・試運転開始

20132013

55月月
22号機号機

運転開始運転開始

20122012

1111月月
11号機号機

運転開始運転開始

20072007～～20122012

建設工事建設工事

20032003～～20072007

環境アセスメント等、環境アセスメント等、
諸手続きの実施諸手続きの実施

設備仕様等の検討など設備仕様等の検討など



�� 有利子負債残高は増加有利子負債残高は増加

�� 大型設備投資に伴う償却負担大、利益が減少大型設備投資に伴う償却負担大、利益が減少

�� 吉の浦火力の投資負担に耐えうる強固な財務体質の構築吉の浦火力の投資負担に耐えうる強固な財務体質の構築

⇒⇒ 有利子負債残高の増加を抑制有利子負債残高の増加を抑制

財務面財務面財務面財務面へのへのへのへの影響影響影響影響財務面財務面財務面財務面へのへのへのへの影響影響影響影響 （（（（過去過去過去過去のののの傾向傾向傾向傾向））））（（（（過去過去過去過去のののの傾向傾向傾向傾向））））

対応策対応策対応策対応策対応策対応策対応策対応策

経常利益経常利益経常利益経常利益のののの推移推移推移推移（（（（単位単位単位単位：：：：億円億円億円億円））））

20

40

60

80

100

120

140

160

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06

金武火力運転開始金武火力運転開始
<1<1号機：号機：2002/2>2002/2>

<2<2号機：号機：2003/5>2003/5>

退職給付退職給付
会計適用会計適用

具志川火力具志川火力
運転開始運転開始

<1<1号機：号機：1994/3>1994/3>

<2<2号機：号機：1995/3>1995/3>

電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備 （（（（吉吉吉吉のののの浦浦浦浦（（（（吉吉吉吉のののの浦浦浦浦LNGLNG火力火力火力火力））））火力火力火力火力））））電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備電力設備 （（（（吉吉吉吉のののの浦浦浦浦（（（（吉吉吉吉のののの浦浦浦浦LNGLNG火力火力火力火力））））火力火力火力火力））））

有利子負債残高有利子負債残高有利子負債残高有利子負債残高のののの推移推移推移推移（（（（単位単位単位単位：：：：億円億円億円億円））））

1,300

1,500

1,700

1,900

2,100

2,300

2,500

2,700

2,900

3,100

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06

⇒⇒ 有利子負債残高の増加を抑制有利子負債残高の増加を抑制

�� 吉の浦火力運開に伴う償却負担の軽減吉の浦火力運開に伴う償却負担の軽減

⇒⇒ LNGLNGターミナルのリース化による費用平準化ターミナルのリース化による費用平準化

発発発発発発発発 電電電電電電電電 設設設設設設設設 備備備備備備備備 LNGLNGLNGLNGLNGLNGLNGLNGターミナルターミナルターミナルターミナルターミナルターミナルターミナルターミナル

�� 電気事業そのものと捉え、通常の電気事業そのものと捉え、通常の
ファイナンスを適用ファイナンスを適用

�� 従来通りの定率法による早期償却従来通りの定率法による早期償却

�� 燃料コストの一部と捉え、安定的な燃料コストの一部と捉え、安定的な
費用化を目指す費用化を目指す

�� 費用平準化策としてリース化費用平準化策としてリース化

〔〔〔〔〔〔〔〔考考考考ええええ方方方方考考考考ええええ方方方方〕〕〕〕〕〕〕〕

※※ ファイナンスリースは、オンバランスによる所有権移転外ファイナンスリースをファイナンスリースは、オンバランスによる所有権移転外ファイナンスリースを
適用適用

金武火力運転開始金武火力運転開始
<1<1号機：号機：2002/2>2002/2>

<2<2号機：号機：2003/5>2003/5>

具志川火力具志川火力
運転開始運転開始

<1<1号機：号機：1994/3>1994/3>

<2<2号機：号機：1995/3>1995/3>
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・・・・・・・・ 燃料価格燃料価格燃料価格燃料価格のののの動向動向動向動向がががが当社当社当社当社にににに与与与与えるえるえるえる影響影響影響影響はははは大大大大きいきいきいきい。。。。燃料価格燃料価格燃料価格燃料価格のののの動向動向動向動向がががが当社当社当社当社にににに与与与与えるえるえるえる影響影響影響影響はははは大大大大きいきいきいきい。。。。

・・・・・・・・ 中国中国中国中国やインドのやインドのやインドのやインドの経済成長経済成長経済成長経済成長にににに伴伴伴伴うううう需要需要需要需要のののの増増増増にににに加加加加ええええ、、、、不安定不安定不安定不安定なななな中東情勢中東情勢中東情勢中東情勢やややや投機的資金投機的資金投機的資金投機的資金のののの影響等影響等影響等影響等によりによりによりにより、、、、燃料油燃料油燃料油燃料油およびおよびおよびおよび中国中国中国中国やインドのやインドのやインドのやインドの経済成長経済成長経済成長経済成長にににに伴伴伴伴うううう需要需要需要需要のののの増増増増にににに加加加加ええええ、、、、不安定不安定不安定不安定なななな中東情勢中東情勢中東情勢中東情勢やややや投機的資金投機的資金投機的資金投機的資金のののの影響等影響等影響等影響等によりによりによりにより、、、、燃料油燃料油燃料油燃料油およびおよびおよびおよび

石炭石炭石炭石炭のののの価格価格価格価格はははは上昇傾向上昇傾向上昇傾向上昇傾向にありにありにありにあり、、、、先行先行先行先行きはきはきはきは不透明不透明不透明不透明。。。。石炭石炭石炭石炭のののの価格価格価格価格はははは上昇傾向上昇傾向上昇傾向上昇傾向にありにありにありにあり、、、、先行先行先行先行きはきはきはきは不透明不透明不透明不透明。。。。

燃料燃料燃料燃料燃料燃料燃料燃料燃料燃料燃料燃料燃料燃料燃料燃料

石炭通関石炭通関CIFCIF価格の推移価格の推移原油通関原油通関CIFCIF価格の推移価格の推移

30.00 

50.00 

70.00 

90.00 

110.00 

130.00 

150.00 
（$/t）

2009年度平均価格

97.92$/t

2010年度平均価格

114.45$/t

2011年度平均価格

143.40$/ｔ

30.00 

50.00 

70.00 

90.00 

110.00 

130.00 

150.00 
（$/bbl）

2009年度平均価格

69.41/bbl

2010年度平均価格

84.16$/bbl

2011年度平均価格

114.18$/bbl

《《燃料油燃料油》》

・定期購入による燃料油調達先の多様化・定期購入による燃料油調達先の多様化

・・重油市況を勘案したスポット購入による燃料費の低減重油市況を勘案したスポット購入による燃料費の低減

《《石炭石炭》》

・・石炭及び輸送船の長期契約による安定調達と燃料費の低減石炭及び輸送船の長期契約による安定調達と燃料費の低減

・・積出港の分散と近距離ソースへのシフトによる安定調達と燃料費の低減積出港の分散と近距離ソースへのシフトによる安定調達と燃料費の低減

・価格競争力のある石炭専用船「津梁丸」及び連続航海用船（・価格競争力のある石炭専用船「津梁丸」及び連続航海用船（COACOA）の活）の活

用による輸送コストの低減用による輸送コストの低減

・瀝青炭に比べ低灰分、低硫黄分と環境負荷が低くトータルコストの安価な・瀝青炭に比べ低灰分、低硫黄分と環境負荷が低くトータルコストの安価な

亜瀝青炭の利用拡大による灰処理場の延命化と燃料費低減亜瀝青炭の利用拡大による灰処理場の延命化と燃料費低減燃料燃料燃料燃料のののの安定調達安定調達安定調達安定調達とコストとコストとコストとコスト低減低減低減低減のののの追求追求追求追求燃料燃料燃料燃料のののの安定調達安定調達安定調達安定調達とコストとコストとコストとコスト低減低減低減低減のののの追求追求追求追求

※※燃料費調整制度により、タイムラグはあるものの、価格変動分を電気料金へ反映燃料費調整制度により、タイムラグはあるものの、価格変動分を電気料金へ反映
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当社の取組み当社の取組み

本島本島CC重油のスポット購入重油のスポット購入

定期購入による定期購入による
燃料油調達先の多様化燃料油調達先の多様化

石炭および輸送船の石炭および輸送船の
長期契約長期契約

環境負荷が低い環境負荷が低い
亜瀝青炭の利用拡大亜瀝青炭の利用拡大

積出港の分散と積出港の分散と
近距離ソースへのシフト近距離ソースへのシフト

石炭専用船「津梁丸」及び石炭専用船「津梁丸」及び
連続航海用船（連続航海用船（COACOA）の活用）の活用

今期今期今期今期のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ今期今期今期今期のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

30.00 

2009.4 2009.7 2009.10 2010.1 2010.4 2010.7 2010.10 2011.1 2011.4 2011.7 2011.10 2012.1 2012.2 2012.3

30.00 

2009.4 2009.7 2009.10 2010.1 2010.4 2010.7 2010.10 2011.1 2011.4 2011.7 2011.10 2012.1 2012.2 2012.3



燃料費調整制度とは燃料費調整制度とは、、内部要因である電力会社の経営効率化の成果を明確にすること内部要因である電力会社の経営効率化の成果を明確にすること、、外部外部
要因である為替レートや原油要因である為替レートや原油・・石炭石炭・・LNGLNG価格の変化を迅速に料金に反映させることを目的に価格の変化を迅速に料金に反映させることを目的に
導入された制度です導入された制度です。。

燃料費調整燃料費調整燃料費調整燃料費調整のイメージのイメージのイメージのイメージ図図図図燃料費調整燃料費調整燃料費調整燃料費調整のイメージのイメージのイメージのイメージ図図図図

•• 調整を行なう調整を行なう55ヶ月前からヶ月前から33ヶ月前のヶ月前の

燃料費調整燃料費調整燃料費調整燃料費調整のののの範囲範囲範囲範囲燃料費調整燃料費調整燃料費調整燃料費調整のののの範囲範囲範囲範囲

燃料費調整制度燃料費調整制度燃料費調整制度燃料費調整制度についてについてについてについて燃料費調整制度燃料費調整制度燃料費調整制度燃料費調整制度についてについてについてについて

制度制度制度制度のののの概要概要概要概要制度制度制度制度のののの概要概要概要概要

（（例例）） 1212～翌～翌22月の平均燃料価格が翌月の平均燃料価格が翌55月分の燃料費調整に適用月分の燃料費調整に適用•• 調整を行なう調整を行なう55ヶ月前からヶ月前から33ヶ月前のヶ月前の
期間における期間における、、原油原油、、石炭石炭、、LNGLNGのの
貿易統計価格に基づき平均燃料貿易統計価格に基づき平均燃料
価格を算出し価格を算出し、、料金改定時の基準料金改定時の基準
燃料価格と比較して燃料価格と比較して、、自動的に電気自動的に電気
料金を毎月調整料金を毎月調整。。

•• プラスプラス調整の上限は基準燃料価格調整の上限は基準燃料価格
のの++5050%%

•• マイナス調整の下限はなしマイナス調整の下限はなし
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1111月月 1212月月 11月月 22月月 33月月 44月月 55月月 66月月

33か月平均か月平均 タイムラグタイムラグ22か月か月

燃料価格燃料価格

燃料費調整燃料費調整

貿易統計値公表貿易統計値公表

毎月調整毎月調整

※※ 55月分料金は月分料金は、、最も早い場合で最も早い場合で44//11から使用される電気料金に適用から使用される電気料金に適用。。

（（例例）） 1212～翌～翌22月の平均燃料価格が翌月の平均燃料価格が翌55月分の燃料費調整に適用月分の燃料費調整に適用
11～～33月の平均燃料価格が月の平均燃料価格が66月分の燃料費調整に適用月分の燃料費調整に適用



平均燃料価格平均燃料価格平均燃料価格平均燃料価格とととと基準燃料価格基準燃料価格基準燃料価格基準燃料価格のののの推移推移推移推移平均燃料価格平均燃料価格平均燃料価格平均燃料価格とととと基準燃料価格基準燃料価格基準燃料価格基準燃料価格のののの推移推移推移推移
�� 平均燃料価格平均燃料価格平均燃料価格平均燃料価格とととと基準燃料価格基準燃料価格基準燃料価格基準燃料価格平均燃料価格平均燃料価格平均燃料価格平均燃料価格とととと基準燃料価格基準燃料価格基準燃料価格基準燃料価格のののの推移推移推移推移（（（（のののの推移推移推移推移（（（（20062006年年年年年年年年77月月月月月月月月料金改定以降料金改定以降料金改定以降料金改定以降））））料金改定以降料金改定以降料金改定以降料金改定以降））））

38,000

25,100

20,90020,500
18,900

22,300

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000
基準燃料価格

平均燃料価格

※※ 20092009年年55月より毎月燃料費調整単価の見直しを行っている月より毎月燃料費調整単価の見直しを行っている

(円/kl)

20062006年年77月月

改定改定

20082008年年99月月

改定（現行）改定（現行）

基準燃料価格（円基準燃料価格（円/kl/kl）） 18,70018,700 25,10025,100

【【【【【【【【基準燃料価格基準燃料価格基準燃料価格基準燃料価格基準燃料価格基準燃料価格基準燃料価格基準燃料価格】】】】】】】】

※※ 20082008年年99月改定月改定

燃料費燃料費
調整単価調整単価

適用期間適用期間 11.6M11.6M 11.7M11.7M 11.8M11.8M 11.9M11.9M 11.10M11.10M 11.11M11.11M 11.12M11.12M 12.1M12.1M 12.2M12.2M 12.3M12.3M 12.4M12.4M 12.5M12.5M

算定期間算定期間

11.1M11.1M

～～
11.3M11.3M

11.2M11.2M

～～
11.4M11.4M

11.3M11.3M

～～
11.5M11.5M

11.4M11.4M

～～
11.6M11.6M

11.5M11.5M

～～
11.7M11.7M

11.6M11.6M

～～
11.8M11.8M

11.7M11.7M

～～
11.9M11.9M

11.8M11.8M

～～
11.10M11.10M

11.9M11.9M

～～
11.11M11.11M

11.10M11.10M

～～
11.12M11.12M

11.11M11.11M

～～
12.1M12.1M

11.12M11.12M

～～
12.2M12.2M

平均燃料価格（円平均燃料価格（円/kl/kl）） 23,50023,500 24,70024,700 26,00026,000 26,60026,600 26,80026,800 26,40026,400 26,10026,100 25,70025,700 25,50025,500 25,70025,700 26,00026,000 26,10026,100

原油価格（円原油価格（円/k/kｌ）ｌ） 50,22350,223 53,66753,667 57,36757,367 59,17759,177 58,85258,852 57,24057,240 55,67855,678 54,45254,452 53,39953,399 54,20554,205 54,72054,720 55,74355,743

石炭価格（円石炭価格（円//㌧㌧）） 10,05910,059 10,39810,398 10,75210,752 10,97710,977 11,20211,202 11,20311,203 11,21911,219 11,10811,108 11,21011,210 11,22511,225 11,35011,350 11,25211,252

【【平均燃料価格の算出方法平均燃料価格の算出方法】】 平均燃料価格平均燃料価格平均燃料価格平均燃料価格平均燃料価格平均燃料価格平均燃料価格平均燃料価格 ＝＝＝＝＝＝＝＝ AA××××××××αα＋＋＋＋＋＋＋＋BB××××××××ββ

A : A : 各平均燃料価格算定期間における各平均燃料価格算定期間における1kl1klあたりの平均原油価格あたりの平均原油価格 B : B : 各平均燃料価格算定期間における各平均燃料価格算定期間における1t1tあたりの平均石炭価格）あたりの平均石炭価格）

※※αα､､ββは平均燃料価格を算出するための係数。（参考は平均燃料価格を算出するための係数。（参考 αα：：0.24100.2410、、ββ：：1.12821.1282 20082008年年99月月11日実施）日実施）
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販売電力量（2011年度）

（全社7,440百万kWh）

離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善〔〔〔〔〔〔〔〔1/21/2〕〕〕〕〕〕〕〕離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善〔〔〔〔〔〔〔〔1/21/2〕〕〕〕〕〕〕〕

【【【【【【【【離島収支離島収支離島収支離島収支のののの動向動向動向動向離島収支離島収支離島収支離島収支のののの動向動向動向動向】】】】】】】】
離島離島

636636百万百万kWhkWh

8.6%8.6%

本島本島

6,8036,803百万百万kWhkWh

91.4%91.4%
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0
（億円）

収　益 費　用 経常利益

離島事業離島事業
離島カンパニー離島カンパニー

販売電力量、電灯・電力料金販売電力量、電灯・電力料金
ともに全社の一割弱を占めるともに全社の一割弱を占める

（億円）（億円）

20012001 20022002 20032003 20042004 20052005 20062006 20072007 20082008 20092009 20102010 20112011 20122012

想定想定

収収 益益 128128 127127 124124 126126 133133 136136 137137 147147 140140 145145 145145 160160

費費 用用 170170 157157 162162 159159 193193 222222 207207 218218 201201 209209 229229 246246

経 常経 常
利 益利 益

▲▲ 4242 ▲▲ 3030 ▲▲ 3838 ▲▲ 3333 ▲▲ 6060 ▲▲8686 ▲▲6969 ▲▲7070 ▲▲6161 ▲▲6464 ▲▲8484 ▲▲8585
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電灯・電力料金（2011年度）

（全社1,567億円）

本島本島

1,4231,423億円億円

90.8%90.8%

離島離島

143143億円億円

9.2%9.2%
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△100

△離島事業離島事業
本部本部

離島カンパニー離島カンパニー

台風台風1414号による号による

被害の影響額被害の影響額
88億円（宮古）億円（宮古）

燃料費の増加燃料費の増加
・油種変更（・油種変更（CC⇒⇒AA重油）重油）
・原油価格の高騰（・原油価格の高騰（20052005年度年度~~））

燃料費の減少燃料費の減少
・油種変更・油種変更

（（AA⇒⇒FCCFCC--CC重油）重油）



�� 広大な海域に点在する島嶼性や規模の狭小性等から、高コスト構造となっている広大な海域に点在する島嶼性や規模の狭小性等から、高コスト構造となっている

離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善〔〔〔〔〔〔〔〔2/22/2〕〕〕〕〕〕〕〕離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善離島収支改善〔〔〔〔〔〔〔〔2/22/2〕〕〕〕〕〕〕〕

�� 収支不均衡の改善策を迅速に実行できる体制づくりのため収支不均衡の改善策を迅速に実行できる体制づくりのため、、20012001年度に離島事業本部を立ち上げ年度に離島事業本部を立ち上げ、、

その後その後、、20022002年度より離島カンパニーに移行し年度より離島カンパニーに移行し、、様々な施策を展開し様々な施策を展開し、、費用を低減費用を低減。。

•• 宮古宮古、、石垣発電所の遠制化石垣発電所の遠制化

•• 電源設備の定期点検工量の見直し電源設備の定期点検工量の見直し

•• 他社遊休設備の購入および自社遊休設備の移設他社遊休設備の購入および自社遊休設備の移設

•• AA重油から重油からFCCFCC--CC重油への切り替え重油への切り替え

�� しかしながらしかしながら、、昨今の原油価格高騰により燃料費は大幅増加昨今の原油価格高騰により燃料費は大幅増加。。

これまでの諸施策を進めつつ、安定供給および収支改善に向けた新たな取組みを実施これまでの諸施策を進めつつ、安定供給および収支改善に向けた新たな取組みを実施
�� 可倒式風力発電設備など経済性を踏まえた新エネルギー導入による燃料焚き減らし可倒式風力発電設備など経済性を踏まえた新エネルギー導入による燃料焚き減らし
�� 廃油有効利用廃油有効利用 等等

人件費人件費人件費人件費

1518
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減価償却費減価償却費減価償却費減価償却費
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■■■■■■■■ 沖縄県沖縄県沖縄県沖縄県はははは地理的地理的地理的地理的・・・・地形的地形的地形的地形的およびおよびおよびおよび電力需要規模電力需要規模電力需要規模電力需要規模のののの制約制約制約制約などからなどからなどからなどから水力発電水力発電水力発電水力発電やややや原子力発電原子力発電原子力発電原子力発電のののの開発開発開発開発がががが困難困難困難困難沖縄県沖縄県沖縄県沖縄県はははは地理的地理的地理的地理的・・・・地形的地形的地形的地形的およびおよびおよびおよび電力需要規模電力需要規模電力需要規模電力需要規模のののの制約制約制約制約などからなどからなどからなどから水力発電水力発電水力発電水力発電やややや原子力発電原子力発電原子力発電原子力発電のののの開発開発開発開発がががが困難困難困難困難
⇒⇒⇒⇒⇒⇒⇒⇒ 化石燃料化石燃料化石燃料化石燃料（（（（石油石油石油石油、、、、石炭等石炭等石炭等石炭等））））にににに依存依存依存依存化石燃料化石燃料化石燃料化石燃料（（（（石油石油石油石油、、、、石炭等石炭等石炭等石炭等））））にににに依存依存依存依存

■■ COCO22排出量の少ない排出量の少ないLNGLNGを燃料とした吉の浦火力発電所の建設推進を燃料とした吉の浦火力発電所の建設推進

（（11号機：号機：20122012年年1111月運開、月運開、22号機：号機：20132013年年55月運開）月運開）

■■ 風力発電や太陽光発電等の新エネルギー導入の推進風力発電や太陽光発電等の新エネルギー導入の推進

■■ 木質バイオマス燃料の混焼運用の推進木質バイオマス燃料の混焼運用の推進

地球温暖化問題地球温暖化問題地球温暖化問題地球温暖化問題へのへのへのへの対応対応対応対応地球温暖化問題地球温暖化問題地球温暖化問題地球温暖化問題へのへのへのへの対応対応対応対応地球温暖化問題地球温暖化問題地球温暖化問題地球温暖化問題へのへのへのへの対応対応対応対応地球温暖化問題地球温暖化問題地球温暖化問題地球温暖化問題へのへのへのへの対応対応対応対応

当
社
の
取
り
組
み

当
社
の
取
り
組
み

■■ 小水力発電設備の運用小水力発電設備の運用

■■ 既設火力発電所の効率的運用既設火力発電所の効率的運用

■■ 京都メカニズムの活用京都メカニズムの活用

■■ CCSCCS調査研究のための出資調査研究のための出資

■■ 電気自動車の業務用車両への導入推進（電気自動車の業務用車両への導入推進（20202020年度までに年度までに100100台導入）台導入）

■■ 需要側における省エネの推進（エコキュートなど）需要側における省エネの推進（エコキュートなど）

（参考）（参考） 20102010年度年度COCO22排出原単位排出原単位 （（CO2CO2クレジット反映後）クレジット反映後） ：： 0.692kg0.692kg-- COCO22 /kWh/kWh

（（CO2CO2クレジット反映前）クレジット反映前） ：： 0.935kg0.935kg-- COCO22 /kWh/kWh

20112011年度年度COCO22排出原単位見通し排出原単位見通し （（CO2CO2クレジット反映後）クレジット反映後） ：： 0.692kg0.692kg-- COCO22 /kWh/kWh

（（CO2CO2クレジット反映前）クレジット反映前） ：： 0.930kg0.930kg-- COCO22 /kWh/kWh
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沖縄経済沖縄経済沖縄経済沖縄経済のののの現状現状現状現状とととと先行先行先行先行きききき沖縄経済沖縄経済沖縄経済沖縄経済のののの現状現状現状現状とととと先行先行先行先行きききき11

Q1.Q1.県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうか県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうかQ1.Q1.県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうか県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうか

◎◎◎◎◎◎◎◎ 現状現状現状現状現状現状現状現状

2011年度前半は、東日本大震災の影響により一時落

ち込んだものの、その後、個人消費や観光を中心に持

ち直し、現在は回復基調にある。

  （単位：%）　 

上期 下期 年度 上期 下期 年度

大型小売店売上高 ▲1.8 0.5 ▲0.7 0.8 3.4 2.1

新車販売台数 26.9 ▲24.0 0.5 ▲25.2 32.3 ▲ 2.6

主要経済指標主要経済指標主要経済指標主要経済指標（（（（対前年同期伸対前年同期伸対前年同期伸対前年同期伸びびびび率率率率））））のののの推移推移推移推移

2011年度
項　　　目

2010年度

◎◎◎◎◎◎◎◎ 先行先行先行先行きききき先行先行先行先行きききき

1414

観光の回復や個人消費の下支えにより、引き続き回復
傾向を辿ることが見込まれる。また、今年度は沖縄振興
一括交付金や「新たな沖縄振興計画」に基づく各種施策
の展開が景気の回復傾向を後押しすることが期待される。

新車販売台数 26.9 ▲24.0 0.5 ▲25.2 32.3 ▲ 2.6

家電卸販売額 17.3 13.2 15.2 ▲4.5 ▲ 25.8 ▲ 15.4

新設住宅着工戸数 ▲6.2 0.8 ▲2.8 14.8 0.2 7.5

公共工事請負金額 ▲16.2 4.3 ▲6.4 ▲6.6 ▲ 19.8 ▲ 13.7

入域観光客数 5.1 ▲4.5 0.5 ▲ 11.1 6.3 ▲ 3.1

完全失業率 7.5 7.1 7.3 7.3 6.9 7.1

企業倒産金額 ▲36.9 ▲39.1 ▲37.7 93.5 ▲ 27.9 48.8

注①：大型小売店売上高は全店舗ベース、3月速報値。

注②：家電卸販売額は概算値
注③：完全失業率は原数値。

〔データ出所：沖縄総合事務局、沖縄県、りゅうぎん総合研究所、他〕



■■「「沖縄振興計画沖縄振興計画」」（（20112011年度末終了年度末終了））に基づく施策の展開を背景にに基づく施策の展開を背景に、、振興計画期間中振興計画期間中((20022002年度年度
～～20102010年度年度））の沖縄県のの沖縄県のGDPGDPはは、、年平均伸び率年平均伸び率11..33%%程度と程度と、、全国の全国の00..88%%程度を上回る伸びと程度を上回る伸びと
なっているなっている。。

■■今後も今後も、、新たな振興計画にあたる新たな振興計画にあたる「「沖縄沖縄2121世紀ビジョン基本計画世紀ビジョン基本計画」」に基づく諸施策の展開によりに基づく諸施策の展開により、、
沖縄県経済は堅調に発展していくことが期待される沖縄県経済は堅調に発展していくことが期待される。。

Q1.Q1.県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうか県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうかQ1.Q1.県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうか県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうか

GDPGDPのののの年平均伸年平均伸年平均伸年平均伸びびびび率率率率のののの年平均伸年平均伸年平均伸年平均伸びびびび率率率率22

GDPGDPのののの年平均伸年平均伸年平均伸年平均伸びびびび率率率率のののの年平均伸年平均伸年平均伸年平均伸びびびび率率率率

20022002年度年度年度年度年度年度年度年度 20102010年度年度年度年度年度年度年度年度
年平均伸年平均伸年平均伸年平均伸びびびび率率率率年平均伸年平均伸年平均伸年平均伸びびびび率率率率
20022002～～～～～～～～20102010

県内総生産県内総生産県内総生産県内総生産県内総生産県内総生産県内総生産県内総生産 33兆兆兆兆兆兆兆兆6,5756,575億円億円億円億円億円億円億円億円 44兆兆兆兆兆兆兆兆451451億円億円億円億円億円億円億円億円 1.3%1.3%程度程度程度程度程度程度程度程度

国内総生産国内総生産国内総生産国内総生産国内総生産国内総生産国内総生産国内総生産 479479兆兆兆兆兆兆兆兆8,7088,708億円億円億円億円億円億円億円億円 510510兆兆兆兆兆兆兆兆9,3249,324億円億円億円億円億円億円億円億円 0.8%0.8%程度程度程度程度程度程度程度程度

出所：沖縄県出所：沖縄県 「県民経済計算「県民経済計算((平成平成2121年度）」、「平成年度）」、「平成2424年度経済の見通し」年度経済の見通し」

内閣府経済社会総合研究所内閣府経済社会総合研究所 「四半期別「四半期別GDPGDP速報」速報」

＊＊20102010年度の県内総生産および国内総生産は実績見込み年度の県内総生産および国内総生産は実績見込み

15 15 

「沖縄21世紀ビジョン」は、将来（概ね2030 年）のあるべき
沖縄の姿を描き、その実現に向けた取り組みの方向性と、
県民や行政の役割などを明らかにする基本構想で、2010
年3月に策定された。

現在、2011年度末で期限切れとなった沖縄振興計画に代
わる新たな振興計画となる「沖縄21世紀ビジョン基本計画」
の策定が沖縄県主導のもとで進められている。

同計画に基づく沖縄県の地域特性を活かした各種施策の
展開により、今後も沖縄県経済の持続的な成長・発展が期
待される。

沖縄沖縄沖縄沖縄沖縄沖縄沖縄沖縄2121世紀世紀世紀世紀ビジョンとビジョンとビジョンとビジョンと新新新新たなたなたなたな振興計画振興計画振興計画振興計画世紀世紀世紀世紀ビジョンとビジョンとビジョンとビジョンと新新新新たなたなたなたな振興計画振興計画振興計画振興計画



■■ 全国の人口は全国の人口は、、20102010年度から年度から20202020年度までの年平均伸び率が年度までの年平均伸び率が▲▲00..4343%%と減少が見込まれると減少が見込まれる
のに対しのに対し、、沖縄は沖縄は00..1919%%の増加が見込まれているの増加が見込まれている

■■ 沖縄の人口は沖縄の人口は20252025～～20302030年にかけてピークを迎えるものと見込まれている年にかけてピークを迎えるものと見込まれている

沖縄沖縄沖縄沖縄のののの人口人口人口人口・・・・世帯数世帯数世帯数世帯数（（（（口数口数口数口数））））のののの伸伸伸伸びびびび

741

(0.67%)

693
683674666
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全国全国全国全国（（（（沖縄除沖縄除沖縄除沖縄除きききき））））のののの人口人口人口人口・・・・世帯数世帯数世帯数世帯数（（（（口数口数口数口数））））のののの伸伸伸伸びびびび
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Q1.Q1.県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうか県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうかQ1.Q1.県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうか県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうか

全国全国全国全国をををを上回上回上回上回るるるる人口人口人口人口・・・・世帯数世帯数世帯数世帯数のののの伸伸伸伸びびびび全国全国全国全国をををを上回上回上回上回るるるる人口人口人口人口・・・・世帯数世帯数世帯数世帯数のののの伸伸伸伸びびびび33

人口の増加に伴い人口の増加に伴い、、世帯数世帯数（（口数口数））が伸びていくことによりが伸びていくことにより、、電灯需要電灯需要
の増加が見込まれるの増加が見込まれる
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出所：人口および世帯数は総務省、日本電力調査委員会出所：人口および世帯数は総務省、日本電力調査委員会

注：注： 人口、世帯数の（人口、世帯数の（ ）内の数値は）内の数値は20102010年度から年度から20202020年度までの年平均伸び率年度までの年平均伸び率

出所：出所：人口および世帯数は総務省、日本電力調査委員会人口および世帯数は総務省、日本電力調査委員会

注：注： 人口、世帯数の（人口、世帯数の（ ）内の数値は）内の数値は20102010年度から年度から20202020年度までの年平均伸び率年度までの年平均伸び率
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■■ 沖縄県の人口動態は沖縄県の人口動態は、、社会増減人数で千人当り社会増減人数で千人当り▲▲00..55人となり人となり、、流出超過となっているものの流出超過となっているものの、、

自然増減人数が千人当り自然増減人数が千人当り55..00人で全国人で全国11位と好調に推移している位と好調に推移している

■■ その結果その結果、、人口増減人数は千人当り人口増減人数は千人当り44..55人と人と、、全国水準の全国水準の▲▲11..44人を上回っており人を上回っており、、人口は伸び人口は伸び

ているている

（人） 全国（人）

Q1.Q1.県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうか県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうかQ1.Q1.県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうか県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうか

沖縄県沖縄県沖縄県沖縄県のののの人口動態人口動態人口動態人口動態沖縄県沖縄県沖縄県沖縄県のののの人口動態人口動態人口動態人口動態44

人口増減人数人口増減人数人口増減人数人口増減人数のののの推移推移推移推移（（（（千人当千人当千人当千人当りりりり））））

5.0

3.5

2.1

4.5

▲ 0.1

▲ 1.4
▲ 0.6

0.00.0

6.1

(7位)

(6位)
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(3位)

(1位)

▲ 2.0

▲ 1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

2005 2006 2007 2008 2009 （年度）

（人） 全国

沖縄
自然増減人数自然増減人数自然増減人数自然増減人数のののの推移推移推移推移（（（（千人当千人当千人当千人当りりりり））））

5.2 5.4
5.0

0.1 0.0

▲0.0 ▲0.3 ▲0.5

5.35.4

(1位)(1位)(1位)(1位)(1位)

▲ 1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

2005 2006 2007 2008 2009
（年度）

（人） 全国

沖縄

出所：総務省統計局「人口推計年報」出所：総務省統計局「人口推計年報」

注：人口増減人数＝自然増減人数注：人口増減人数＝自然増減人数++社会増減人数社会増減人数

表中（表中（ ）内は、全国における沖縄県の順位）内は、全国における沖縄県の順位

出所：総務省統計局「人口推計年報」出所：総務省統計局「人口推計年報」

注：自然増減人数＝出生児数－死亡者数注：自然増減人数＝出生児数－死亡者数

表中（表中（ ）内は、全国における沖縄県の順位）内は、全国における沖縄県の順位

社会増減人数社会増減人数社会増減人数社会増減人数のののの推移推移推移推移（（（（千人当千人当千人当千人当りりりり））））

▲ 1.9

▲ 0.4

0.0 0.0

▲ 0.3

▲ 1.0

▲ 0.2
▲ 0.5

▲ 3.3

1.7

(30位)(22位)(11位)

(3位)

(9位)

▲ 4.5

▲ 3.5

▲ 2.5

▲ 1.5

▲ 0.5

0.5

1.5

2.5

2005 2006 2007 2008 2009
（年度）

（人）
全国

沖縄

出所：総務省統計局「人口推計年報」出所：総務省統計局「人口推計年報」

注：社会増減人数注：社会増減人数 ==流入人口－流出人口流入人口－流出人口

表中（表中（ ）内は、全国における沖縄県の順位。）内は、全国における沖縄県の順位。
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■■20112011年度実績年度実績 入域観光客数：入域観光客数：553553万人（前年比▲万人（前年比▲3.1%3.1%））

※※20122012年度目標値年度目標値 入域観光客数：入域観光客数：620620万人万人

31,238 32,320 33,654
35,005 36,359 37,050 40,000750

（室）（万人） 入域観光客数及び宿泊施設客室数の推移

入域観光客数

宿泊施設客室数
目標値目標値

①①20112011年度実績年度実績

・・入域観光客数入域観光客数 553553万人万人

((うち外国人うち外国人3030万人万人))

・・対前年伸び率対前年伸び率▲▲ 33..11%%

年度後半は国内客が団体旅行年度後半は国内客が団体旅行
ややｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄ等により増加し等により増加し、、
外国客も数次ビザの発給や増外国客も数次ビザの発給や増

Q1.Q1.県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうか県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうかQ1.Q1.県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうか県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうか

入域観光客数及入域観光客数及入域観光客数及入域観光客数及びびびび宿泊施設客室数宿泊施設客室数宿泊施設客室数宿泊施設客室数のののの推移推移推移推移入域観光客数及入域観光客数及入域観光客数及入域観光客数及びびびび宿泊施設客室数宿泊施設客室数宿泊施設客室数宿泊施設客室数のののの推移推移推移推移55

入域観光客数の増加に伴い入域観光客数の増加に伴い、、観光関連施設観光関連施設（（ホテル等ホテル等））が増加していくことによりが増加していくことにより、、
業務用電力需要の増加が見込まれる業務用電力需要の増加が見込まれる。。

450 447
490 513 517

557 571 589 593 569 571
553

620

23,781 24,602
25,423 27,533

28,303
31,238 32,320

10,000

20,000

30,000

350

550

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 （年度）

宿泊施設客室数

出所：沖縄県出所：沖縄県 「観光要覧」「ビジットおきなわ計画」「観光要覧」「ビジットおきなわ計画」

※※宿泊施設客室数の調査は、宿泊施設客室数の調査は、20032003年より隔年から毎年へ変更。年より隔年から毎年へ変更。

便便、、新規路線の就航により増加新規路線の就航により増加
したもののしたものの、、通年では東日本大通年では東日本大
震災の影響により震災の影響により▲▲33..11%%の減の減
少となった少となった。。

②②20122012年度目標年度目標

ビジットおきなわ計画ビジットおきなわ計画

・・入域観光客数入域観光客数 620620万人万人

((うち外国人うち外国人4545万人万人))

・・観光収入観光収入 44,,700700億円億円
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基地関係収入基地関係収入基地関係収入基地関係収入のののの推移推移推移推移基地関係収入基地関係収入基地関係収入基地関係収入のののの推移推移推移推移66

Q1.Q1.県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうか県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうかQ1.Q1.県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうか県経済県経済県経済県経済のののの現状現状現状現状とととと今後今後今後今後のののの展望展望展望展望はどうかはどうかはどうかはどうか

基基 地地 関関 係係 収収 入入 のの 推推 移移（億円）（億円） （（%%））
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18.0 
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15000
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25000
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35000
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45000

基地関係収入（A）

県民総所得（B）

基地依存度（A/B)

■基地関係収入は沖縄県経済を支える収入源の一つとなっている
■しかし、県経済の規模拡大を背景に、基地依存度は低下してきており、

本土復帰時(1972年度)の15.5%に対し2008年度は5.3%となっている。

出所：

○沖縄県知事公室基地対策課発行

「沖縄の米軍及び自衛隊基地（統計資料）」

2011年3月

1919

0.0 

2.0 

4.0 

0

5000

10000

1972 1977 1982 1987 1992 1997 2004 2005 2006 2007 2008

基地依存度（A/B)

（単位：億円、％）
1972 1977 1982 1987 1992 1997 2004 2005 2006 2007 2008

基地関係収入
（軍用地料等）（A）

県民総所得（B） 5,013 11,631 18,226 25,165 31,929 35,826 38,093 38,711 39,134 39,396 39,548

基地依存度（A/B) 15.5% 8.6% 7.4% 5.1% 4.9% 5.1% 5.5% 5.2% 5.5% 5.3% 5.3%

2,010 2,153 2,088 2,0842,111777 1,006 1,346 1,282 1,563 1,840



○2011○2011○2011○2011年度年度年度年度　　　　沖縄県沖縄県沖縄県沖縄県　　　　主要経済指標主要経済指標主要経済指標主要経済指標（（（（対前年同期伸対前年同期伸対前年同期伸対前年同期伸びびびび率率率率））））のののの推移推移推移推移

4 月4 月4 月4 月 5 月5 月5 月5 月 6 月6 月6 月6 月 7 月7 月7 月7 月 8 月8 月8 月8 月 9 月9 月9 月9 月 上期上期上期上期 1 0 月1 0 月1 0 月1 0 月 1 1 月1 1 月1 1 月1 1 月 1 2 月1 2 月1 2 月1 2 月 1 月1 月1 月1 月 2 月2 月2 月2 月 3 月3 月3 月3 月 下期下期下期下期 年度年度年度年度

大型小売店売上高大型小売店売上高大型小売店売上高大型小売店売上高 ▲ 1 .5▲ 1 .5▲ 1 .5▲ 1 .5 ▲ 3 .7▲ 3 .7▲ 3 .7▲ 3 .7 3 . 93 . 93 . 93 . 9 4 .34 .34 .34 .3 0 . 80 . 80 . 80 . 8 1 . 01 . 01 . 01 . 0 0 .80 .80 .80 .8 4 . 64 . 64 . 64 . 6 0 . 70 . 70 . 70 . 7 3 .63 .63 .63 .6 3 . 43 . 43 . 43 . 4 2 .52 .52 .52 .5 4 .74 .74 .74 .7 3 . 43 . 43 . 43 . 4 2 .12 .12 .12 .1

新車販売台数新車販売台数新車販売台数新車販売台数 ▲ 5 5 .8▲ 5 5 .8▲ 5 5 .8▲ 5 5 .8 ▲ 3 3 .7▲ 3 3 .7▲ 3 3 .7▲ 3 3 .7 ▲ 1 4 . 0▲ 1 4 . 0▲ 1 4 . 0▲ 1 4 . 0 ▲ 1 8 .9▲ 1 8 .9▲ 1 8 .9▲ 1 8 .9 ▲ 2 5 .8▲ 2 5 .8▲ 2 5 .8▲ 2 5 .8 ▲ 6 . 6▲ 6 . 6▲ 6 . 6▲ 6 . 6 ▲ 2 5 .2▲ 2 5 .2▲ 2 5 .2▲ 2 5 .2 1 1 . 91 1 . 91 1 . 91 1 . 9 1 3 . 71 3 . 71 3 . 71 3 . 7 3 2 .03 2 .03 2 .03 2 .0 2 3 . 72 3 . 72 3 . 72 3 . 7 4 3 .74 3 .74 3 .74 3 .7 5 6 .75 6 .75 6 .75 6 .7 3 2 . 33 2 . 33 2 . 33 2 . 3 ▲ 2 .6▲ 2 .6▲ 2 .6▲ 2 .6

家電卸販売額家電卸販売額家電卸販売額家電卸販売額 ▲ 3 .0▲ 3 .0▲ 3 .0▲ 3 .0 ▲ 5 .4▲ 5 .4▲ 5 .4▲ 5 .4 9 . 59 . 59 . 59 . 5 1 .71 .71 .71 .7 ▲ 1 6 .8▲ 1 6 .8▲ 1 6 .8▲ 1 6 .8 ▲ 1 5 . 8▲ 1 5 . 8▲ 1 5 . 8▲ 1 5 . 8 ▲ 4 .5▲ 4 .5▲ 4 .5▲ 4 .5 ▲ 2 4 . 6▲ 2 4 . 6▲ 2 4 . 6▲ 2 4 . 6 ▲ 3 9 . 5▲ 3 9 . 5▲ 3 9 . 5▲ 3 9 . 5 ▲ 3 3 .8▲ 3 3 .8▲ 3 3 .8▲ 3 3 .8 ▲ 1 2 . 8▲ 1 2 . 8▲ 1 2 . 8▲ 1 2 . 8 ▲ 1 5 .4▲ 1 5 .4▲ 1 5 .4▲ 1 5 .4 ▲ 1 7 .6▲ 1 7 .6▲ 1 7 .6▲ 1 7 .6 ▲ 2 5 . 8▲ 2 5 . 8▲ 2 5 . 8▲ 2 5 . 8 ▲ 1 5 .4▲ 1 5 .4▲ 1 5 .4▲ 1 5 .4

2011年度2011年度2011年度2011年度
項項項項　　　　目目目目

単位単位単位単位（％）（％）（％）（％）

参考参考参考参考参考参考参考参考::主要経済指標等主要経済指標等主要経済指標等主要経済指標等主要経済指標等主要経済指標等主要経済指標等主要経済指標等参考参考参考参考参考参考参考参考::主要経済指標等主要経済指標等主要経済指標等主要経済指標等主要経済指標等主要経済指標等主要経済指標等主要経済指標等

新設住宅着工戸数新設住宅着工戸数新設住宅着工戸数新設住宅着工戸数 1 4 5 .61 4 5 .61 4 5 .61 4 5 .6 ▲ 2 6 .6▲ 2 6 .6▲ 2 6 .6▲ 2 6 .6 2 4 . 62 4 . 62 4 . 62 4 . 6 ▲ 2 0 .2▲ 2 0 .2▲ 2 0 .2▲ 2 0 .2 ▲ 0 . 3▲ 0 . 3▲ 0 . 3▲ 0 . 3 3 . 43 . 43 . 43 . 4 1 4 .81 4 .81 4 .81 4 .8 1 2 . 71 2 . 71 2 . 71 2 . 7 ▲ 5 . 5▲ 5 . 5▲ 5 . 5▲ 5 . 5 5 .65 .65 .65 .6 2 2 . 02 2 . 02 2 . 02 2 . 0 ▲ 3 4 .7▲ 3 4 .7▲ 3 4 .7▲ 3 4 .7 1 7 .71 7 .71 7 .71 7 .7 0 . 20 . 20 . 20 . 2 7 .57 .57 .57 .5

公共工事請負金額公共工事請負金額公共工事請負金額公共工事請負金額 1 6 .71 6 .71 6 .71 6 .7 2 .22 .22 .22 .2 ▲ 5 3 . 7▲ 5 3 . 7▲ 5 3 . 7▲ 5 3 . 7 2 6 .62 6 .62 6 .62 6 .6 8 . 08 . 08 . 08 . 0 ▲ 7 . 2▲ 7 . 2▲ 7 . 2▲ 7 . 2 ▲ 6 .6▲ 6 .6▲ 6 .6▲ 6 .6 ▲ 1 7 . 4▲ 1 7 . 4▲ 1 7 . 4▲ 1 7 . 4 8 . 68 . 68 . 68 . 6 0 .20 .20 .20 .2 ▲ 1 3 . 7▲ 1 3 . 7▲ 1 3 . 7▲ 1 3 . 7 ▲ 4 1 .3▲ 4 1 .3▲ 4 1 .3▲ 4 1 .3 ▲ 3 1 .9▲ 3 1 .9▲ 3 1 .9▲ 3 1 .9 ▲ 1 9 . 8▲ 1 9 . 8▲ 1 9 . 8▲ 1 9 . 8 ▲ 1 3 .7▲ 1 3 .7▲ 1 3 .7▲ 1 3 .7

入域観光客数入域観光客数入域観光客数入域観光客数 ▲ 2 2 .2▲ 2 2 .2▲ 2 2 .2▲ 2 2 .2 ▲ 1 8 .2▲ 1 8 .2▲ 1 8 .2▲ 1 8 .2 ▲ 8 . 2▲ 8 . 2▲ 8 . 2▲ 8 . 2 ▲ 7 .9▲ 7 .9▲ 7 .9▲ 7 .9 ▲ 6 . 7▲ 6 . 7▲ 6 . 7▲ 6 . 7 ▲ 5 . 9▲ 5 . 9▲ 5 . 9▲ 5 . 9 ▲ 1 1 .1▲ 1 1 .1▲ 1 1 .1▲ 1 1 .1 3 . 23 . 23 . 23 . 2 2 . 32 . 32 . 32 . 3 6 .36 .36 .36 .3 ▲ 0 . 3▲ 0 . 3▲ 0 . 3▲ 0 . 3 2 .92 .92 .92 .9 2 3 .52 3 .52 3 .52 3 .5 6 . 36 . 36 . 36 . 3 ▲ 3 .1▲ 3 .1▲ 3 .1▲ 3 .1

完全失業率完全失業率完全失業率完全失業率 6 .96 .96 .96 .9 7 .87 .87 .87 .8 7 . 67 . 67 . 67 . 6 7 .37 .37 .37 .3 7 . 47 . 47 . 47 . 4 6 . 66 . 66 . 66 . 6 7 .37 .37 .37 .3 6 . 26 . 26 . 26 . 2 6 . 66 . 66 . 66 . 6 7 .17 .17 .17 .1 7 . 57 . 57 . 57 . 5 7 .27 .27 .27 .2 6 .86 .86 .86 .8 6 . 96 . 96 . 96 . 9 7 .17 .17 .17 .1

企業倒産金額企業倒産金額企業倒産金額企業倒産金額 2 1 0 .12 1 0 .12 1 0 .12 1 0 .1 1 2 2 6 .31 2 2 6 .31 2 2 6 .31 2 2 6 .3 4 . 64 . 64 . 64 . 6 1 0 0 1 .61 0 0 1 .61 0 0 1 .61 0 0 1 .6 9 6 3 . 59 6 3 . 59 6 3 . 59 6 3 . 5 ▲ 2 7 . 7▲ 2 7 . 7▲ 2 7 . 7▲ 2 7 . 7 9 3 .59 3 .59 3 .59 3 .5 ▲ 5 6 . 9▲ 5 6 . 9▲ 5 6 . 9▲ 5 6 . 9 ▲ 5 0 . 8▲ 5 0 . 8▲ 5 0 . 8▲ 5 0 . 8 1 5 4 .41 5 4 .41 5 4 .41 5 4 .4 5 0 . 25 0 . 25 0 . 25 0 . 2 ▲ 7 0 .0▲ 7 0 .0▲ 7 0 .0▲ 7 0 .0 2 5 3 .52 5 3 .52 5 3 .52 5 3 .5 ▲ 2 7 . 9▲ 2 7 . 9▲ 2 7 . 9▲ 2 7 . 9 4 8 .84 8 .84 8 .84 8 .8

　　　　注注注注①①①①：：：： 大型小売店売上高大型小売店売上高大型小売店売上高大型小売店売上高はははは全店舗全店舗全店舗全店舗ベ ースベ ースベ ースベ ース。。。。

　　　　注注注注②②②②：：：： 家電卸販売額家電卸販売額家電卸販売額家電卸販売額はははは概算値概算値概算値概算値。。。。

　　　　注注注注③③③③：：：： 完全失業率完全失業率完全失業率完全失業率はははは原数値原数値原数値原数値。。。。

　〔　〔　〔　〔 データデータデータデータ出所出所出所出所：：：： 沖縄総合事務局沖縄総合事務局沖縄総合事務局沖縄総合事務局、、、、沖縄県沖縄県沖縄県沖縄県、、、、り ゅうぎんり ゅうぎんり ゅうぎんり ゅうぎん総合研究所他総合研究所他総合研究所他総合研究所他〕〕〕〕
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Q2.Q2.米軍基地米軍基地米軍基地米軍基地についてについてについてについて米軍基地米軍基地米軍基地米軍基地についてについてについてについてQ2.Q2.米軍基地米軍基地米軍基地米軍基地についてについてについてについて米軍基地米軍基地米軍基地米軍基地についてについてについてについて

【【米軍需要の割合米軍需要の割合】】

�� 20112011年度実績では全電力需要の約年度実績では全電力需要の約99%%、、収入では約収入では約77%%であるである。。

【【在日米軍再編の経緯在日米軍再編の経緯】】

�� 20062006年年55月月11日日、、日米安全保障協議委員会において米軍再編日米安全保障協議委員会において米軍再編

案が合意され案が合意され、、返還施設が明らかになった返還施設が明らかになった。。

�� 20092009年年99月の政権交代後月の政権交代後、、米軍普天間飛行場の移設先につい米軍普天間飛行場の移設先につい

て複数の案が検討されたもののて複数の案が検討されたものの、、辺野古案に回帰し辺野古案に回帰し、、日米共日米共

同声明が発表された同声明が発表された。。しかししかし、、沖縄県や名護市の同意は得ら沖縄県や名護市の同意は得ら

【【【【【【【【全電力需要全電力需要全電力需要全電力需要にににに占占占占めるめるめるめる米軍米軍米軍米軍のののの割合割合割合割合全電力需要全電力需要全電力需要全電力需要にににに占占占占めるめるめるめる米軍米軍米軍米軍のののの割合割合割合割合】】】】】】】】 （（20112011年度実績）年度実績）

全需要全需要全需要全需要全需要全需要全需要全需要

7,4407,440百万百万百万百万百万百万百万百万kWhkWh

駐留軍全体駐留軍全体駐留軍全体駐留軍全体駐留軍全体駐留軍全体駐留軍全体駐留軍全体
全需要全需要全需要全需要のののの約約約約全需要全需要全需要全需要のののの約約約約9%9%

返還予定施設返還予定施設返還予定施設返還予定施設返還予定施設返還予定施設返還予定施設返還予定施設
1.51.5～～～～～～～～3.5%3.5%※※※※※※※※

施施 設設 数数 3434施設施設

面面 積積 232km232km22

基地内基地内 36,25036,250人人

基地外基地外 14,84414,844人人

計計 51,09451,094人人

人

数

＜参考＞＜参考＞ 在沖米軍従業員数在沖米軍従業員数 ：： 8,8628,862人人 ※※20112011年年1212月末日現在月末日現在

※※出所：防衛省「在日米軍人等の施設・区域内外における市町村別居住者数」出所：防衛省「在日米軍人等の施設・区域内外における市町村別居住者数」
沖縄県知事公室基地対策課発行「沖縄の米軍及び自衛隊基地（沖縄県知事公室基地対策課発行「沖縄の米軍及び自衛隊基地（20122012年年33月）」、月）」、
独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構「在日米軍従業員募集案内」独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構「在日米軍従業員募集案内」

同声明が発表された同声明が発表された。。しかししかし、、沖縄県や名護市の同意は得ら沖縄県や名護市の同意は得ら

れずれず、、先行きは不透明な状況となっていた先行きは不透明な状況となっていた。。

�� 20122012年年44月月2727日日、、日米両政府は在日米軍再編計画の見直しに日米両政府は在日米軍再編計画の見直しに

関する共同発表を行い関する共同発表を行い、、普天間飛行場の移設と在沖海兵隊の普天間飛行場の移設と在沖海兵隊の

国外移転国外移転、、それに伴う嘉手納基地より南のそれに伴う嘉手納基地より南の55施設施設・・区域返還の区域返還の

パッケージを切り離したパッケージを切り離した。。

【【【【【【【【在沖米軍在沖米軍在沖米軍在沖米軍のののの概要概要概要概要在沖米軍在沖米軍在沖米軍在沖米軍のののの概要概要概要概要】】】】】】】】 （（20112011年年33月現在）月現在）

※※返還予定施設には、部分返還の施設が含まれるため、全需要に占める割合には幅がある。返還予定施設には、部分返還の施設が含まれるため、全需要に占める割合には幅がある。

施設が返還された場合施設が返還された場合、、一時的な需要の減少はあるものの一時的な需要の減少はあるものの、、
返還跡地の再開発に伴う地域経済の活性化による需要増返還跡地の再開発に伴う地域経済の活性化による需要増
が見込まれるが見込まれる。。
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低圧低圧低圧低圧・・・・電灯電灯電灯電灯低圧低圧低圧低圧・・・・電灯電灯電灯電灯特別高圧特別高圧特別高圧特別高圧特別高圧特別高圧特別高圧特別高圧 高高高高高高高高 圧圧圧圧圧圧圧圧

500kW500kW以上以上 50kW50kW未満未満50kW50kW以上以上
20,000kW20,000kW以上以上
60,000V60,000V以上以上

小売市場小売市場小売市場小売市場小売市場小売市場小売市場小売市場 他電力他電力他電力他電力とととと比比比比べべべべ、、、、よりよりよりより慎重慎重慎重慎重なななな自由化自由化自由化自由化のステップのステップのステップのステップ他電力他電力他電力他電力とととと比比比比べべべべ、、、、よりよりよりより慎重慎重慎重慎重なななな自由化自由化自由化自由化のステップのステップのステップのステップ

2,000kW2,000kW以上以上

Q3.Q3.Q3.Q3.Q3.Q3.Q3.Q3.電力自由化電力自由化電力自由化電力自由化のののの影響影響影響影響やややや今後今後今後今後のののの自由化自由化自由化自由化のののの見通見通見通見通しはしはしはしは電力自由化電力自由化電力自由化電力自由化のののの影響影響影響影響やややや今後今後今後今後のののの自由化自由化自由化自由化のののの見通見通見通見通しはしはしはしはQ3.Q3.Q3.Q3.Q3.Q3.Q3.Q3.電力自由化電力自由化電力自由化電力自由化のののの影響影響影響影響やややや今後今後今後今後のののの自由化自由化自由化自由化のののの見通見通見通見通しはしはしはしは電力自由化電力自由化電力自由化電力自由化のののの影響影響影響影響やややや今後今後今後今後のののの自由化自由化自由化自由化のののの見通見通見通見通しはしはしはしは

※※比率は販売電力量比（比率は販売電力量比（20112011年度実績）年度実績）

当当当当当当当当 社社社社社社社社

他他他他他他他他 社社社社社社社社

2004.42004.4～～～～～～～～2000.32000.3～～～～～～～～

2004.42004.4～～～～～～～～2000.32000.3～～～～～～～～ 2005.42005.4～～～～～～～～

大規模工場、デパート、ホテル大規模工場、デパート、ホテル 等等 小規模工場（町工場）、商店、家庭小規模工場（町工場）、商店、家庭 等等中小規模工場、スーパー、中小ビル中小規模工場、スーパー、中小ビル 等等

自由化範囲自由化範囲自由化範囲自由化範囲自由化範囲自由化範囲自由化範囲自由化範囲 62%62%

自由化範囲自由化範囲自由化範囲自由化範囲自由化範囲自由化範囲自由化範囲自由化範囲 16%16%

電気事業制度改革（電気事業制度改革（20072007）での）での

全面自由化は見送り全面自由化は見送り

基本答申確定（基本答申確定（2008.32008.3）から）から
55年を目途に改めて検討年を目途に改めて検討

電気事業制度改革（電気事業制度改革（20072007）での）での

特別高圧未満への拡大は見送り特別高圧未満への拡大は見送り

2222

※※現在、総合エネルギー調査会現在、総合エネルギー調査会 総合部会総合部会 電力システム改革専門委員会において、電力小売全面自由化を含め電気事業のあり方について検討電力システム改革専門委員会において、電力小売全面自由化を含め電気事業のあり方について検討
されております。されております。



現在適用されている税制上の特別措置現在適用されている税制上の特別措置

1.1.固定資産税の軽減措置固定資産税の軽減措置

根拠法：地方税法附則根拠法：地方税法附則 （第（第1515条第条第66項）項）

内内 容：課税標準額を容：課税標準額を2/32/3に軽減に軽減

期期 間：間：19821982年年44月月11日～日～20152015年年33月月3131日日

（（20122012年年44月月11日より日より33年延長）年延長）

2.2.石油石炭税の免税措置石油石炭税の免税措置

根拠法：沖縄振興特別措置法根拠法：沖縄振興特別措置法 （第（第6565条第条第22項）項）

Q4.Q4.Q4.Q4.Q4.Q4.Q4.Q4.税制上税制上税制上税制上のののの特別措置特別措置特別措置特別措置にはどのようなものがあるかにはどのようなものがあるかにはどのようなものがあるかにはどのようなものがあるか税制上税制上税制上税制上のののの特別措置特別措置特別措置特別措置にはどのようなものがあるかにはどのようなものがあるかにはどのようなものがあるかにはどのようなものがあるかQ4.Q4.Q4.Q4.Q4.Q4.Q4.Q4.税制上税制上税制上税制上のののの特別措置特別措置特別措置特別措置にはどのようなものがあるかにはどのようなものがあるかにはどのようなものがあるかにはどのようなものがあるか税制上税制上税制上税制上のののの特別措置特別措置特別措置特別措置にはどのようなものがあるかにはどのようなものがあるかにはどのようなものがあるかにはどのようなものがあるか

特別措置の必要性について特別措置の必要性について

■■ 特別措置については、構造的な不利性に起因する離島特別措置については、構造的な不利性に起因する離島
赤字の負担等の状況に変化がないことから、沖縄県の赤字の負担等の状況に変化がないことから、沖縄県の
産業振興、県民の生活向上のため必要と考えております。産業振興、県民の生活向上のため必要と考えております。

沖縄振興特別措置法の改正沖縄振興特別措置法の改正

■■20122012年年33月に沖縄振興特別措置法が改正され、同年月に沖縄振興特別措置法が改正され、同年
44月月11日に施行されております。日に施行されております。

■当社にこれまで適用されている税制上の特別措置（固定■当社にこれまで適用されている税制上の特別措置（固定根拠法：沖縄振興特別措置法根拠法：沖縄振興特別措置法 （第（第6565条第条第22項）項）

租税特別措置法租税特別措置法 （第（第9090条の条の44のの33第第11項）項）

内内 容：①石炭に係る石油石炭税の免税容：①石炭に係る石油石炭税の免税

②②LNGLNGに係る石油石炭税の免税に係る石油石炭税の免税

期期 間：①間：①20032003年年1010月月11日～日～20152015年年33月月3131日日

（（20122012年年44月月11日より日より33年延長）年延長）

②②20122012年年44月月11日～日～20152015年年33月月3131日日

（（20122012年年44月月11日より期限日より期限33年で新たに追加）年で新たに追加）

※※ 事業税の軽減措置については、事業税の軽減措置については、20072007年年55月月1515日に廃止日に廃止

内内 容：標準税率容：標準税率1.1%1.1%（電気供給業の標準税率（電気供給業の標準税率1.3%1.3%））

期期 間：間：19711971年年1212月月3131日～日～20072007年年55月月1414日日

特別措置特別措置特別措置特別措置にににに基基基基づくづくづくづく軽減額軽減額軽減額軽減額はははは、、、、電気料金電気料金電気料金電気料金へへへへ反映反映反映反映することですることですることですることで、、、、特別措置特別措置特別措置特別措置にににに基基基基づくづくづくづく軽減額軽減額軽減額軽減額はははは、、、、電気料金電気料金電気料金電気料金へへへへ反映反映反映反映することですることですることですることで、、、、

おおおお客客客客さまにさまにさまにさまに還元還元還元還元されておりますされておりますされておりますされております。。。。おおおお客客客客さまにさまにさまにさまに還元還元還元還元されておりますされておりますされておりますされております。。。。
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特別措置による軽減額特別措置による軽減額

■■ 20112011年度の軽減措置額は約年度の軽減措置額は約22億円億円
■■ 20122012年度（見込み）の軽減措置額は約年度（見込み）の軽減措置額は約2626億円億円

■当社にこれまで適用されている税制上の特別措置（固定■当社にこれまで適用されている税制上の特別措置（固定
資産税の軽減措置、石炭に係る石油石炭税の免税）の資産税の軽減措置、石炭に係る石油石炭税の免税）の
期限延長に加え、新たに期限延長に加え、新たにLNGLNGに係る石油石炭税の免税に係る石油石炭税の免税
も追加されました。も追加されました。



11．． 販売目標販売目標 （（20122012年度）年度） ⇒⇒ オール電化住宅オール電化住宅 4,9004,900戸戸 （販売電力量（販売電力量 1,6351,635万万kWhkWh））

22．． 普及促進に向けた取組み普及促進に向けた取組み

①① オール電化ブランドの効果的なプロモーション活動の推進オール電化ブランドの効果的なプロモーション活動の推進

②② COCO22冷媒ヒートポンプ給湯機（エコキュート）の積極的な普及促進冷媒ヒートポンプ給湯機（エコキュート）の積極的な普及促進

③③ サブユーザー等と連携した営業活動の拡大サブユーザー等と連携した営業活動の拡大

④④ 集合住宅・既築住宅への営業活動の強化集合住宅・既築住宅への営業活動の強化

⑤太陽光発電の普及拡大を捉えた電化営業活動の推進⑤太陽光発電の普及拡大を捉えた電化営業活動の推進

Q5.Q5.オールオールオールオール電化電化電化電化のののの普及促進状況普及促進状況普及促進状況普及促進状況ははははオールオールオールオール電化電化電化電化のののの普及促進状況普及促進状況普及促進状況普及促進状況ははははQ5.Q5.オールオールオールオール電化電化電化電化のののの普及促進状況普及促進状況普及促進状況普及促進状況ははははオールオールオールオール電化電化電化電化のののの普及促進状況普及促進状況普及促進状況普及促進状況はははは
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17,123

20,612
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％戸 【【【【オールオールオールオール電化住宅累積戸数電化住宅累積戸数電化住宅累積戸数電化住宅累積戸数、、、、普及率普及率普及率普及率のののの推移推移推移推移】】】】

オール電化住宅累積戸数
普及率 【参考】
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新築に占める新築に占める

オール電化採用率オール電化採用率
＝＝ 18.6%18.6%

（戸建のみ）（戸建のみ） ＝＝ 61.9%61.9%

（（20112011年度実績）年度実績）



Q6.Q6.業務用電化機器業務用電化機器業務用電化機器業務用電化機器でのでのでのでの販売電力量促進状況販売電力量促進状況販売電力量促進状況販売電力量促進状況はははは業務用電化機器業務用電化機器業務用電化機器業務用電化機器でのでのでのでの販売電力量促進状況販売電力量促進状況販売電力量促進状況販売電力量促進状況ははははQ6.Q6.業務用電化機器業務用電化機器業務用電化機器業務用電化機器でのでのでのでの販売電力量促進状況販売電力量促進状況販売電力量促進状況販売電力量促進状況はははは業務用電化機器業務用電化機器業務用電化機器業務用電化機器でのでのでのでの販売電力量促進状況販売電力量促進状況販売電力量促進状況販売電力量促進状況はははは

11．． 販売目標（販売目標（20102010～～20122012年度の年度の33ヵ年合計）ヵ年合計） ：： 3,0003,000万万kWhkWh

※※蓄熱式空調システムを含む電気式空調や業務用電化厨房・給湯システム蓄熱式空調システムを含む電気式空調や業務用電化厨房・給湯システム

22．． 普及促進に向けた取組み普及促進に向けた取組み

①① お客さまの電気の使用状況に適した電化提案活動の実施お客さまの電気の使用状況に適した電化提案活動の実施

②② ヒートポンプ技術による高効率機器（空調・給湯）の普及促進ヒートポンプ技術による高効率機器（空調・給湯）の普及促進

③③ サブユーザー等と連携した営業活動の拡大サブユーザー等と連携した営業活動の拡大

417 433 
876 

626 

(2,784) 

3,000

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

2006 2007 2008 2009 2010-2012

販売目標

販売実績
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※※ 目標値の目標値の3,0003,000万万kWhkWhは、は、20102010年～年～1212年の年の33ヵ年合計値ヵ年合計値

�� 業務用電化機器の販売電力量の推移業務用電化機器の販売電力量の推移

�� 業務用電化機器業務用電化機器業務用電化機器業務用電化機器のののの販売電目標販売電目標販売電目標販売電目標業務用電化機器業務用電化機器業務用電化機器業務用電化機器のののの販売電目標販売電目標販売電目標販売電目標（（（（（（（（20102010～～～～～～～～1212年度年度年度年度のののの年度年度年度年度のののの33ヵヵヵヵ年合計年合計年合計年合計ヵヵヵヵ年合計年合計年合計年合計）））））））） 33,,000000万万万万万万万万kWhkWh

20062006 20072007 20082008 20092009

20102010--20122012

20102010 20112011 20122012

販売電力量販売電力量
（万（万kWhkWh））

417417 433433 876876 626626

3,0003,000（目標）（目標）

1,4291,429 1,3551,355 －－

（万kWh）

2010-2011
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経常利益（億円）

総資産営業利益率（単体)

料金改定料金改定
▲▲3.72%3.72%

(1997(1997年度年度))

経常利益の推移（単体）経常利益の推移（単体）
（億円）（億円）

Q7.Q7.過去過去過去過去のののの経常利益経常利益経常利益経常利益のののの推移推移推移推移とととと今年度今年度今年度今年度のののの見通見通見通見通しはしはしはしは過去過去過去過去のののの経常利益経常利益経常利益経常利益のののの推移推移推移推移とととと今年度今年度今年度今年度のののの見通見通見通見通しはしはしはしはQ7.Q7.過去過去過去過去のののの経常利益経常利益経常利益経常利益のののの推移推移推移推移とととと今年度今年度今年度今年度のののの見通見通見通見通しはしはしはしは過去過去過去過去のののの経常利益経常利益経常利益経常利益のののの推移推移推移推移とととと今年度今年度今年度今年度のののの見通見通見通見通しはしはしはしは

（（%%））

料金改定料金改定
▲▲0.45%0.45%

(2008(2008年度年度))
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34
28 27

57

48

66

31

1.5

2.9

3.5

0

20

40

60

1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

0.0

1.0

2.0

3.0

料金改定料金改定
▲▲3.78%3.78%

(2000(2000年度年度))

料金改定料金改定
▲▲5.96%5.96%

(1995(1995年度年度))

料金改定料金改定
▲▲5.79%5.79%

(2002(2002年度年度))

料金改定料金改定
▲▲3.27%3.27%

(2005(2005年度年度))

金武火力発電所金武火力発電所
20012001年度年度 11号機運開号機運開
20032003年度年度 22号機運開号機運開

具志川火力発電所具志川火力発電所
19931993年度年度 11号機運開号機運開
19941994年度年度 22号機運開号機運開

退職給付会計導入に伴う会計退職給付会計導入に伴う会計
基準変更時の費用処理による基準変更時の費用処理による
影響影響((20002000年度年度))

料金改定料金改定
▲▲3.24%3.24%

(2006(2006年度年度))

（見通し）（見通し）

退職給付制度改定に退職給付制度改定に
よる退職給付費用のよる退職給付費用の
減減((20052005年度年度))
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Q8.Q8.設備投資額設備投資額設備投資額設備投資額とキャッシュフローのとキャッシュフローのとキャッシュフローのとキャッシュフローの推移推移推移推移設備投資額設備投資額設備投資額設備投資額とキャッシュフローのとキャッシュフローのとキャッシュフローのとキャッシュフローの推移推移推移推移Q8.Q8.設備投資額設備投資額設備投資額設備投資額とキャッシュフローのとキャッシュフローのとキャッシュフローのとキャッシュフローの推移推移推移推移設備投資額設備投資額設備投資額設備投資額とキャッシュフローのとキャッシュフローのとキャッシュフローのとキャッシュフローの推移推移推移推移

156 158 175

▲500

▲400

▲300

▲200

▲100

0

100

200

1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

※※19981998年度以前は「資金収支の状況（単体）」、年度以前は「資金収支の状況（単体）」、19991999年度以降は「キャッシュフロー計算書（連結）」を使用。年度以降は「キャッシュフロー計算書（連結）」を使用。

（年度）（年度）

具志川火力発電所具志川火力発電所
19931993年度年度 11号機運開号機運開
19941994年度年度 22号機運開号機運開

金武火力発電所金武火力発電所
20012001年度年度 11号機運開号機運開
20032003年度年度 22号機運開号機運開
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沖電沖電沖電沖電グループグループグループグループ沖電沖電沖電沖電グループグループグループグループ 風力風力風力風力・・・・太陽光発電設備一覧表太陽光発電設備一覧表太陽光発電設備一覧表太陽光発電設備一覧表風力風力風力風力・・・・太陽光発電設備一覧表太陽光発電設備一覧表太陽光発電設備一覧表太陽光発電設備一覧表

宮古風力（宮古風力（11基）基）
：：600kW600kW

伊平屋風力（伊平屋風力（11基）：基）：300kW300kW

具志川風力（具志川風力（11基）：基）：1,950kW1,950kW

佐敷風力（佐敷風力（22基）：基）：1,980kW1,980kW

楚洲風力（楚洲風力（22基）基）
：：3,600kW3,600kW

渡嘉敷太陽光渡嘉敷太陽光
：：108kW108kW

浦添支店太陽光浦添支店太陽光 ：：10kW10kW
那覇支店太陽光那覇支店太陽光 ：：12kW12kW

設置箇所数 発電出力
（kW）

風
力
発
電

沖縄電力 5箇所(8基) 3,080

沖縄新エネ開発 7箇所（12基） 14,325

太
陽
光

沖縄電力 11箇所 5,708

沖縄新エネ開発 1箇所 10

計計計計 24箇所箇所箇所箇所 23,123

伊江島風力（伊江島風力（22基）基）：：1,200kW1,200kW
太陽光太陽光 ：：10kW10kW

新狩俣風力（新狩俣風力（22基）基）
：：1,800kW1,800kW

今帰仁風力（今帰仁風力（11基）基）
：：1,995kW1,995kW

Q9.Q9.風力風力風力風力・・・・太陽光発電設備太陽光発電設備太陽光発電設備太陽光発電設備のののの設置状況設置状況設置状況設置状況はははは風力風力風力風力・・・・太陽光発電設備太陽光発電設備太陽光発電設備太陽光発電設備のののの設置状況設置状況設置状況設置状況ははははQ9.Q9.風力風力風力風力・・・・太陽光発電設備太陽光発電設備太陽光発電設備太陽光発電設備のののの設置状況設置状況設置状況設置状況はははは風力風力風力風力・・・・太陽光発電設備太陽光発電設備太陽光発電設備太陽光発電設備のののの設置状況設置状況設置状況設置状況はははは

安部メガソーラー安部メガソーラー
：：1000kW1000kW

�� 沖電グループは、風力沖電グループは、風力17,405kW17,405kW、太陽光、太陽光5,718kW5,718kWの合計の合計23,123kW23,123kWの風力・太陽光発電設備を保有（の風力・太陽光発電設備を保有（20122012年年33月月3131日現在）日現在）

�� 今後の設備の導入計画として、今後の設備の導入計画として、

�� 大宜味風力発電実証研究設備として、風力発電設備を大宜味風力発電実証研究設備として、風力発電設備を22基導入（基導入（2,000kW2,000kW級級××22基基 20132013年度運開予定）年度運開予定）

�� 粟国可倒式風力発電設備を導入（粟国可倒式風力発電設備を導入（245kW245kW 20132013年度運開予定）年度運開予定）

与那国風力（与那国風力（22基）：基）：1,200kW1,200kW

：：600kW600kW 佐敷風力（佐敷風力（22基）：基）：1,980kW1,980kW

宮古太陽光：宮古太陽光：4,018kW4,018kW
((マイクログリッドマイクログリッド4,000kW4,000kW含む含む))

北大東太陽光：北大東太陽光：40kW40kW

宮古支店太陽光：宮古支店太陽光：10kW10kW

八重山支店太陽光：八重山支店太陽光：10kW10kW

計計計計 24箇所箇所箇所箇所 23,123

（（20122012年年33月月3131日現在）日現在）

サデフネ風力（サデフネ風力（22基）基）
：：1,800kW1,800kW

波照間可倒式風力（波照間可倒式風力（22基）：基）：490kW490kW

与那国太陽光与那国太陽光
（マイクログリッド）：（マイクログリッド）：150kW150kW

多良間太陽光多良間太陽光
（マイクログリッド）：（マイクログリッド）：250kW250kW

南大東可倒式風力（南大東可倒式風力（22基）基）
：：490kW490kW
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北大東第北大東第22太陽光太陽光
（マイクログリッド）：（マイクログリッド）：100kW100kW



Q10.Q10.可倒式風力発電設備可倒式風力発電設備可倒式風力発電設備可倒式風力発電設備とはどのようなものかとはどのようなものかとはどのようなものかとはどのようなものか可倒式風力発電設備可倒式風力発電設備可倒式風力発電設備可倒式風力発電設備とはどのようなものかとはどのようなものかとはどのようなものかとはどのようなものかQ10.Q10.可倒式風力発電設備可倒式風力発電設備可倒式風力発電設備可倒式風力発電設備とはどのようなものかとはどのようなものかとはどのようなものかとはどのようなものか可倒式風力発電設備可倒式風力発電設備可倒式風力発電設備可倒式風力発電設備とはどのようなものかとはどのようなものかとはどのようなものかとはどのようなものか

�� 可倒式風力発電機可倒式風力発電機可倒式風力発電機可倒式風力発電機のののの概要概要概要概要可倒式風力発電機可倒式風力発電機可倒式風力発電機可倒式風力発電機のののの概要概要概要概要

�� 風力発電機を風力発電機を9090度近く倒すことができ度近く倒すことができ、、台風時に台風時に

風力発電機を倒すことで強風による被害を避ける風力発電機を倒すことで強風による被害を避ける
ことができることができる

�� 建設に大型クレーンが必要なく建設に大型クレーンが必要なく、、比較的丘陵地にも比較的丘陵地にも
設置可能設置可能

�� 風力発電機を倒すことができるため風力発電機を倒すことができるため、、地上でのメン地上でのメン
テナンス作業が可能テナンス作業が可能

�� 支線支線（（ワイヤーワイヤー））で風力発電機を支持しているで風力発電機を支持している

設置場所設置場所設置場所設置場所設置場所設置場所設置場所設置場所
波照間島・南大東島波照間島・南大東島
（各島２機設置）（各島２機設置）

製造製造製造製造メーカーメーカーメーカーメーカー／／／／国名国名国名国名製造製造製造製造メーカーメーカーメーカーメーカー／／／／国名国名国名国名 ベルニエ／フランスベルニエ／フランス

定格出力定格出力定格出力定格出力定格出力定格出力定格出力定格出力 245kW245kW

定格定格定格定格・・・・起動起動起動起動・・・・停止風速停止風速停止風速停止風速定格定格定格定格・・・・起動起動起動起動・・・・停止風速停止風速停止風速停止風速 13m/s13m/s・・4m/s4m/s・・20m/s20m/s

ブレードブレードブレードブレード枚数枚数枚数枚数ブレードブレードブレードブレード枚数枚数枚数枚数 22枚枚

ブレードブレードブレードブレード直径直径直径直径ブレードブレードブレードブレード直径直径直径直径 3232ｍｍ

�� メリットメリットメリットメリット及及及及びびびび特徴特徴特徴特徴メリットメリットメリットメリット及及及及びびびび特徴特徴特徴特徴

�� 支線支線（（ワイヤーワイヤー））で風力発電機を支持しているで風力発電機を支持している
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ブレードブレードブレードブレード直径直径直径直径ブレードブレードブレードブレード直径直径直径直径 3232ｍｍ

ハブハブハブハブ高高高高ささささハブハブハブハブ高高高高ささささ 38m38m



下下

伊良部島伊良部島

下地島下地島

大神島大神島

池間島池間島

太陽光発電導入比率 8%

最大需要電力 約50,000kW

太陽光新設設備 4,000kW

蓄電装置
(NAS) 4,000kW

( LiB ) 100kW

既設内燃力 74,000kW

既設新エネ(太陽光) 

(風力)

18kW

4,200kW

太陽光パネル面積 28,771㎡

設備利用率※2 約5%

宮古島宮古島宮古島宮古島宮古島宮古島宮古島宮古島

制御システム制御システム

与那国島与那国島与那国島与那国島与那国島与那国島与那国島与那国島

太陽光太陽光 150kW150kW蓄電装置蓄電装置 150kW150kW

多良間島多良間島多良間島多良間島多良間島多良間島多良間島多良間島

既設既設 太陽光太陽光18kW18kW

風力風力900kW900kW××22

既設風力既設風力

600kW600kW××11

900kW900kW××22

Q11.Q11.離島独立型系統新離島独立型系統新離島独立型系統新離島独立型系統新エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー導入実証事業導入実証事業導入実証事業導入実証事業とはとはとはとは離島独立型系統新離島独立型系統新離島独立型系統新離島独立型系統新エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー導入実証事業導入実証事業導入実証事業導入実証事業とはとはとはとはQ11.Q11.離島独立型系統新離島独立型系統新離島独立型系統新離島独立型系統新エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー導入実証事業導入実証事業導入実証事業導入実証事業とはとはとはとは離島独立型系統新離島独立型系統新離島独立型系統新離島独立型系統新エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー導入実証事業導入実証事業導入実証事業導入実証事業とはとはとはとは

蓄電装置蓄電装置 250kW250kW

太陽光太陽光 250kW250kW

太陽光発電導入比率 22%

最大需要電力 約1,160kW

太陽光新設設備 250kW

蓄電装置設備 250kW

既設内燃力 1,360kW

既設新エネ ―

太陽光パネル面積 2,063㎡

設備利用率※2 約12%

太陽光発電導入比率 7%

最大需要電力 約2,160kW

太陽光新設設備 150kW

①①目的目的

系統規模の異なる離島独立型系統において系統規模の異なる離島独立型系統において

■■ 太陽光発電を大量導入した場合の実系統へ与える影響を把握太陽光発電を大量導入した場合の実系統へ与える影響を把握

■■ 太陽光発電導入可能量等の算定太陽光発電導入可能量等の算定

■■ 系統に関する安定化技術の知見を得る系統に関する安定化技術の知見を得る

②計画②計画

■■ 系統規模が異なる系統規模が異なる44離島へ太陽光発電の影響を把握離島へ太陽光発電の影響を把握

■■ 太陽光発電と蓄電池の運用データを解析太陽光発電と蓄電池の運用データを解析

■■ 離島独立型系統における系統安定化手法を検証離島独立型系統における系統安定化手法を検証

来間島来間島 太陽光 蓄電装置

3,000kW×1
・NAS電池 4,000kW
・リチウムイオン電池 100kW150kW×4

4kW×100

既設風力既設風力
600kW600kW××22

太陽光太陽光 150kW150kW蓄電装置蓄電装置 150kW150kW

北大東島北大東島北大東島北大東島北大東島北大東島北大東島北大東島

蓄電装置蓄電装置 100kW100kW

既設太陽光既設太陽光 40kW40kW 太陽光太陽光 100kW100kW

※※11：： 北大東島の太陽光発電導入比率は北大東島の太陽光発電導入比率は、、既設の太陽光発電設備既設の太陽光発電設備4040kWkWを含めた場合を含めた場合、、1616%%となりますとなります。。
※※22：： 平成平成2323年度の送電端設備利用率の実績になります年度の送電端設備利用率の実績になります。。実績値が想定値実績値が想定値（（1212％％程度程度））を下回った主な理由としてを下回った主な理由として、、天候および当該実証研究天候および当該実証研究

設備が試験により太陽光発電を部分運転設備が試験により太陽光発電を部分運転((例：宮古島太陽光発電例：宮古島太陽光発電44MWMWの内の内、、11MWMWのみ運転のみ運転))したこと等がありますしたこと等があります。。 3030

太陽光発電導入比率 12%※1

最大需要電力 約860kW

太陽光新設設備 100kW

蓄電装置設備 100kW

既設内燃力 1,540kW

既設新エネ(太陽光) 40kW

太陽光パネル面積 839㎡

設備利用率※2 約13%

太陽光新設設備 150kW

蓄電装置設備 150kW

既設内燃力 2,910kW

既設新エネ(風力) 1,200kW

太陽光パネル面積 1,251㎡

設備利用率※2 約11%



Q12.Q12.現行現行現行現行のののの電気料金電気料金電気料金電気料金はははは他社他社他社他社とととと比較比較比較比較してどうかしてどうかしてどうかしてどうか現行現行現行現行のののの電気料金電気料金電気料金電気料金はははは他社他社他社他社とととと比較比較比較比較してどうかしてどうかしてどうかしてどうかQ12.Q12.現行現行現行現行のののの電気料金電気料金電気料金電気料金はははは他社他社他社他社とととと比較比較比較比較してどうかしてどうかしてどうかしてどうか現行現行現行現行のののの電気料金電気料金電気料金電気料金はははは他社他社他社他社とととと比較比較比較比較してどうかしてどうかしてどうかしてどうか

各社各社各社各社モデルモデルモデルモデル単価単価単価単価各社各社各社各社モデルモデルモデルモデル単価単価単価単価

（（（（（（（（20122012年年年年年年年年55月現在月現在月現在月現在、、、、燃調額燃調額燃調額燃調額・・・・消費税等相当額消費税等相当額消費税等相当額消費税等相当額およびおよびおよびおよび太陽光発電促進付加金太陽光発電促進付加金太陽光発電促進付加金太陽光発電促進付加金をををを含含含含むむむむ））））月現在月現在月現在月現在、、、、燃調額燃調額燃調額燃調額・・・・消費税等相当額消費税等相当額消費税等相当額消費税等相当額およびおよびおよびおよび太陽光発電促進付加金太陽光発電促進付加金太陽光発電促進付加金太陽光発電促進付加金をををを含含含含むむむむ）））） （単位：円（単位：円/kWh/kWh））

料金水準の比較については料金水準の比較については、、公表されているデータに限りがあり詳細な比較は出来ませんが公表されているデータに限りがあり詳細な比較は出来ませんが、、

主要契約で比較した場合主要契約で比較した場合、、以下のとおりとなっております以下のとおりとなっております。。

沖縄沖縄 AA社社 BB社社 CC社社 DD社社 EE社社 FF社社 GG社社 HH社社 II社社

従量電灯従量電灯 25.9925.99 24.8824.88 23.7723.77 23.8223.82 23.4723.47 21.8921.89 22.4622.46 24.0524.05 22.7822.78 21.9321.93

（注）（注） ○内の数値は安いほうからの順位○内の数値は安いほうからの順位

3131

従量電灯従量電灯 25.9925.99 24.8824.88 23.7723.77 23.8223.82 23.4723.47 21.8921.89 22.4622.46 24.0524.05 22.7822.78 21.9321.93

モデル原単位モデル原単位300300 ⑩⑩ ⑨⑨ ⑥⑥ ⑦⑦ ⑤⑤ ①① ③③ ⑧⑧ ④④ ②②

業務用電力業務用電力
（高圧）（高圧） 21.4421.44 18.3618.36 18.6118.61 21.5821.58 18.3718.37 16.1916.19 17.4917.49 18.9918.99 17.1117.11 17.2417.24

モデル原単位モデル原単位250250

（力率（力率100%100%））
⑨⑨ ⑤⑤ ⑦⑦ ⑩⑩ ⑥⑥ ①① ④④ ⑧⑧ ②② ③③

高圧電力高圧電力AA 19.2319.23 17.2717.27 17.0617.06 20.0120.01 17.8717.87 15.5215.52 16.6916.69 17.8517.85 17.2217.22 16.7716.77

モデル原単位モデル原単位250250

（力率（力率100%100%））
⑨⑨ ⑥⑥ ④④ ⑩⑩ ⑧⑧ ①① ②② ⑦⑦ ⑤⑤ ③③



Q13.Q13.直近直近直近直近のののの料金水準料金水準料金水準料金水準のののの推移推移推移推移直近直近直近直近のののの料金水準料金水準料金水準料金水準のののの推移推移推移推移Q13.Q13.直近直近直近直近のののの料金水準料金水準料金水準料金水準のののの推移推移推移推移直近直近直近直近のののの料金水準料金水準料金水準料金水準のののの推移推移推移推移

○○○○標準的標準的標準的標準的なごなごなごなご家庭家庭家庭家庭のののの電気料金電気料金電気料金電気料金のののの推移推移推移推移

8,000

〔円〕

 7,747円
 7,783円

 7,810円

 7,846円

 7,549円

 7,774円

 7,828円

 7,657円

 7,797円
 7,788円

 7,747円
 7,729円
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6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

※使用電力量は300kWh/月

※太陽光発電促進付加金を含む

7,500

2011年 2012年

7,000



Q14.Q14.太陽光発電太陽光発電太陽光発電太陽光発電のののの余剰電力買取制度余剰電力買取制度余剰電力買取制度余剰電力買取制度とはとはとはとは太陽光発電太陽光発電太陽光発電太陽光発電のののの余剰電力買取制度余剰電力買取制度余剰電力買取制度余剰電力買取制度とはとはとはとはQ14.Q14.太陽光発電太陽光発電太陽光発電太陽光発電のののの余剰電力買取制度余剰電力買取制度余剰電力買取制度余剰電力買取制度とはとはとはとは太陽光発電太陽光発電太陽光発電太陽光発電のののの余剰電力買取制度余剰電力買取制度余剰電力買取制度余剰電力買取制度とはとはとはとは

太陽光発電の余剰電力買取制度は太陽光発電の余剰電力買取制度は、、国の法令により国の法令により、、国内国内COCO22排出の削減を目標として排出の削減を目標として、、国民国民
全体で太陽光発電設備導入費用をまかない普及促進を図ることを目的とした制度で全体で太陽光発電設備導入費用をまかない普及促進を図ることを目的とした制度で、、20092009年年1111

月より開始されております月より開始されております。。

要件を満たした太陽光発電の余剰電力について要件を満たした太陽光発電の余剰電力について、、法令により定められた単価にて法令により定められた単価にて1010年間電力会年間電力会
社が買い取る社が買い取る ことが義務付けられておりますことが義務付けられております。。

この制度の主旨はこの制度の主旨は「「全員参加型全員参加型」」となっておりとなっており、、その買い取りにかかった費用を電気の使用量にその買い取りにかかった費用を電気の使用量に
応じて応じて、、全てのお客さまに太陽光発電促進付加金全てのお客さまに太陽光発電促進付加金（（太陽光サーチャージ太陽光サーチャージ））として負担していただくとして負担していただく
制度となっております制度となっております。。
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■■■■■■■■太陽光発電太陽光発電太陽光発電太陽光発電からのからのからのからの買取単価買取単価買取単価買取単価太陽光発電太陽光発電太陽光発電太陽光発電からのからのからのからの買取単価買取単価買取単価買取単価（（（（（（（（20122012年年年年年年年年66月月月月までまでまでまで月月月月までまでまでまで））））））））

（（受給最大電力受給最大電力））

500kW 500kW 
対象外対象外

50kW50kW以上以上

500KW500KW未満未満
4040円円

50kW50kW
10kW10kW以上以上

50kW50kW未満未満
4040円円

4040円円
10kW10kW

10kW10kW未満未満 4242円円

住宅用［低圧］住宅用［低圧］ 非住宅用［高圧］非住宅用［高圧］

※2012年7月以降の買取単価については、調達価格等算定委員会にて

検討中。

■■■■■■■■ 太陽光発電促進付加金単価太陽光発電促進付加金単価太陽光発電促進付加金単価太陽光発電促進付加金単価太陽光発電促進付加金単価太陽光発電促進付加金単価太陽光発電促進付加金単価太陽光発電促進付加金単価
20112011年度および年度および20122012年度に適用する太陽光発電年度に適用する太陽光発電
促進付加金単価促進付加金単価（（太陽光サーチャージ太陽光サーチャージ））はは、、下表の下表の
とおりとなっておりますとおりとなっております。。

※※上記単価は上記単価は、、消費税等相当額を含みます消費税等相当額を含みます。。
※※従量制供給の場合は従量制供給の場合は、、供給電圧にかかわらず供給電圧にかかわらず、、一律上記単価一律上記単価
となりますとなります。。

※※定額制供給の場合につきましても定額制供給の場合につきましても、、従量制供給の場合に準じて従量制供給の場合に準じて
算定しております算定しております。。

太陽光発電促進付加金単価

（従量制供給の場合）

2011年度 0.06円/kWh

2012年度 0.11円/kWh 



LNGLNG（液化天然ガス）は、石炭・石油に比べ、（液化天然ガス）は、石炭・石油に比べ、

地球温暖化の原因となる二酸化炭素の発生量が少ない地球温暖化の原因となる二酸化炭素の発生量が少ない

表：燃料種別の表：燃料種別のCOCO22排出量の比較排出量の比較

燃料燃料
種別種別

発熱量当たり発熱量当たり
ののCOCO22排出量排出量
[g[g--COCO22/MJ]/MJ]

石炭比石炭比 石油比石油比
kWhkWh当たり当たり

ののCOCO22排出量排出量
[kg[kg--COCO22/kWh]/kWh]

石炭比石炭比 石油比石油比

※※11 ※※22 ※※33※※33

Q15.Q15.燃料種別毎燃料種別毎燃料種別毎燃料種別毎のののの燃料種別毎燃料種別毎燃料種別毎燃料種別毎ののののCO2CO2排出量排出量排出量排出量はははは排出量排出量排出量排出量ははははQ15.Q15.燃料種別毎燃料種別毎燃料種別毎燃料種別毎のののの燃料種別毎燃料種別毎燃料種別毎燃料種別毎ののののCO2CO2排出量排出量排出量排出量はははは排出量排出量排出量排出量はははは

石炭石炭 90.690.6 1.001.00 1.271.27 0.840.84 1.001.00 1.241.24

CC重油重油 71.571.5 0.790.79 1.001.00 0.680.68 0.810.81 1.001.00

LNGLNG 49.549.5 0.550.55 0.690.69 0.350.35 0.420.42 0.510.51

※※11 地球温暖化対策の推進に関する法律施行令の値を用い、地球温暖化対策の推進に関する法律施行令の値を用い、 gg--COCO22/MJ/MJに換算したに換算した
※※2 2 石炭、石油、石炭、石油、LNGLNGの発電端熱効率をそれぞれの発電端熱効率をそれぞれ39%39%、、38%38%、、51%51%で試算で試算
※※3 3 石油比は石油比はCC重油を基準とした重油を基準とした
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Q16.Q16.ガスガスガスガスガスガスガスガス供給供給供給供給供給供給供給供給事業事業事業事業のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況はははは事業事業事業事業のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況ははははQ16.Q16.ガスガスガスガスガスガスガスガス供給供給供給供給供給供給供給供給事業事業事業事業のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況はははは事業事業事業事業のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況はははは

沖縄県内沖縄県内沖縄県内沖縄県内のガスのガスのガスのガス事業事業事業事業のののの状況状況状況状況沖縄県内沖縄県内沖縄県内沖縄県内のガスのガスのガスのガス事業事業事業事業のののの状況状況状況状況

（（（（（（（（20102010年消費熱量換算年消費熱量換算年消費熱量換算年消費熱量換算））））年消費熱量換算年消費熱量換算年消費熱量換算年消費熱量換算））））

LNGLNGの導入を機会としたガス供給事業への参入は、熱需要分野の導入を機会としたガス供給事業への参入は、熱需要分野

への参入によるグループ事業領域の拡大に資すると伴に、グルーへの参入によるグループ事業領域の拡大に資すると伴に、グルー

プの中核として位置付けている「総合エネルギー事業」を展開するプの中核として位置付けている「総合エネルギー事業」を展開する

上で、大きな転機となることが見込まれる。また、環境面や安全面上で、大きな転機となることが見込まれる。また、環境面や安全面

に優れたに優れたLNGLNGの供給により、県内エネルギー環境の向上に貢献での供給により、県内エネルギー環境の向上に貢献で

きるものと考える。きるものと考える。

総合総合総合総合エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー事業者事業者事業者事業者としてとしてとしてとして総合総合総合総合エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー事業者事業者事業者事業者としてとしてとしてとして

県内の一般ガス事業者である沖縄ガスへの卸供給について協議県内の一般ガス事業者である沖縄ガスへの卸供給について協議

第一第一第一第一ステップステップステップステップ第一第一第一第一ステップステップステップステップ
LPLPLPLPガスガスガスガス 85.2%85.2%85.2%85.2%

一般一般一般一般ガスガスガスガス（（（（沖縄沖縄沖縄沖縄ガスガスガスガス）））） 11.8%11.8%11.8%11.8%
〔〔〔〔LNGLNGLNGLNG換算換算換算換算：：：：約約約約2222万万万万t/t/t/t/年年年年〕〕〕〕 簡易簡易簡易簡易ガスガスガスガス 3.0%3.0%3.0%3.0%
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第二第二第二第二ステップステップステップステップ第二第二第二第二ステップステップステップステップ

事業開始目途事業開始目途事業開始目途事業開始目途事業開始目途事業開始目途事業開始目途事業開始目途

卸供給の他、工場やホテルなどの需要家への供給の可能性につ卸供給の他、工場やホテルなどの需要家への供給の可能性につ

いても、検討を進めている。いても、検討を進めている。

LNGLNG燃料調達状況を見極めつつ、吉の浦火力発電所の安定運用燃料調達状況を見極めつつ、吉の浦火力発電所の安定運用

の確認を踏まえて吉の浦火力運開後のの確認を踏まえて吉の浦火力運開後の20152015年年(H27)(H27)を目途にガスを目途にガス

供給事業の開始を目指す。供給事業の開始を目指す。

県内の一般ガス事業者である沖縄ガスへの卸供給について協議県内の一般ガス事業者である沖縄ガスへの卸供給について協議

を行っており、供給スキームや供給量等の基本的事項について確を行っており、供給スキームや供給量等の基本的事項について確

認しており、供給開始に向け詳細事項を検討している。認しており、供給開始に向け詳細事項を検討している。

【【参考：沖縄ガス㈱概要参考：沖縄ガス㈱概要】】

設立年月日設立年月日 ：： 19581958年年77月月2222日日

資資 本本 金金 ：： 250,222250,222千円千円

売売 上上 高高 ：： 6,523,1826,523,182千円（千円（20102010年）年）

供供 給給 区区 域域 ：： 那覇市のほぼ全域および浦添市、豊見那覇市のほぼ全域および浦添市、豊見

城市、南風原町、西原町、中城村それぞ城市、南風原町、西原町、中城村それぞ

れの市町村の一部れの市町村の一部

需需 要要 家家 数数 ：： 一般ガス一般ガス 約約55万万33千件千件

LP LP ガスガス 約約11万万66千件千件

【【エネ庁ＨＰ、日本エネ庁ＨＰ、日本LPLPガス協会ＨＰ、沖縄ガス事業報告のデータを基に当社作成ガス協会ＨＰ、沖縄ガス事業報告のデータを基に当社作成】】

【沖縄ガスＨＰ、第53期事業報告等を基に当社作成】



Q17.Q17.災害対策災害対策災害対策災害対策へのへのへのへの取取取取りりりり組組組組みはみはみはみは災害対策災害対策災害対策災害対策へのへのへのへの取取取取りりりり組組組組みはみはみはみはQ17.Q17.災害対策災害対策災害対策災害対策へのへのへのへの取取取取りりりり組組組組みはみはみはみは災害対策災害対策災害対策災害対策へのへのへのへの取取取取りりりり組組組組みはみはみはみは

当社は、これまでも電力設備の災害を防止し、また発生した被害を早期復旧するため、日常的に災害発生原因の除去と耐災環境の
整備に取り組んできましたが、東日本大震災を踏まえ、「電力の安定供給」という使命の重さをこれまで以上に認識した災害対策の強
化が必要となります。

大規模災害に対する設備等の災害対策の見直しを図るとともに、様々な状況を想定した災害復旧に万全を期すため、実践的・組織
的な再検証を進めています。

（（（（１１１１））））災害対策検証委員会災害対策検証委員会災害対策検証委員会災害対策検証委員会のののの立上立上立上立上げげげげ
2011年（H23）3月、社長を委員長とする「災害対策検

証委員会」を設置しました。
下部組織として関係部門毎に構成されたワーキング

グループを設置し、災害対策の具体的な検証を行な
うとともに、必要な処置を進めています。

（（（（２２２２））））防災室防災室防災室防災室のののの設置設置設置設置

防災対策を再検証し、災害に強い設備の構築と全
社一体となった復旧作業に対応できる体制の強化を
図るため、平成23年7月、総務部に配置していた「防
災担当」を『防災室』として組織改正し、全社横断的に
防災業務を統括する部門を設置しました。
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（（（（３３３３））））主主主主なななな検証検証検証検証内容内容内容内容

沖縄県ハザードマップ※における地震・津波の被害を想定するとともに、東日本大震災における電力設備の被害・復旧状況の調査
結果を踏まえた設備の強化対策および復旧見通しを検証しています。

(※2010年(H22)3月沖縄県地震被害想定調査、2007年(H19)3月沖縄県津波・高潮被害想定調査)

（（（（４４４４））））平成平成平成平成23232323年度総合防災訓練年度総合防災訓練年度総合防災訓練年度総合防災訓練へのへのへのへの反映反映反映反映
これまで実施してきた訓練に加え、大震災から得られた教訓や、災害対策検証委員会における検討結果を反映した訓練を実施しま

した。

（（（（５５５５））））当社電柱当社電柱当社電柱当社電柱へのへのへのへの海抜表示海抜表示海抜表示海抜表示スペースのスペースのスペースのスペースの無償提供無償提供無償提供無償提供
沖縄県および市町村からの要請を受け、広く県民の防災意

識を啓発し、地域防災の取り組みへ協力する一環として、当
社所有電柱への海抜表示シートを掲示するスペースを平成23
年9月より市町村へ無償提供しています。

（（（（６６６６））））今後今後今後今後のスケジュールのスケジュールのスケジュールのスケジュール
現行の沖縄県ハザードマップにおける被害想定に対する設備

強化対策案の策定を進めています。
また、沖縄県から新たなハザードマップ等が公表された場合は

順次対応していく予定です。



（円）

当社株式当社株式当社株式当社株式についてについてについてについて当社株式当社株式当社株式当社株式についてについてについてについて ～～～～株価推移株価推移株価推移株価推移～～～～～～～～株価推移株価推移株価推移株価推移～～～～当社株式当社株式当社株式当社株式についてについてについてについて当社株式当社株式当社株式当社株式についてについてについてについて ～～～～株価推移株価推移株価推移株価推移～～～～～～～～株価推移株価推移株価推移株価推移～～～～

最近の株価推移（最近の株価推移（2011/1/42011/1/4～～2012/3/312012/3/31））

沖縄電力沖縄電力沖縄電力沖縄電力沖縄電力沖縄電力沖縄電力沖縄電力 他電力他電力他電力他電力他電力他電力他電力他電力(9(9社社社社社社社社))平均平均平均平均平均平均平均平均 日経平均日経平均日経平均日経平均日経平均日経平均日経平均日経平均

2011/1/42011/1/4株価株価株価株価株価株価株価株価 4,010 4,010 円円円円円円円円 1,9301,930円円円円円円円円 10,39810,398円円円円円円円円

最高値最高値最高値最高値（（（（終値終値終値終値））））最高値最高値最高値最高値（（（（終値終値終値終値）））） 4,1404,140円円円円円円円円 ((＋＋3.2%)2011/ 3/13.2%)2011/ 3/1 2,0572,057円円円円円円円円 ((＋＋6.6%)2011/2/226.6%)2011/2/22 10,858 10,858 円円円円円円円円 ((＋＋4.4%)2011/2/214.4%)2011/2/21

最安値最安値最安値最安値（（（（終値終値終値終値））））最安値最安値最安値最安値（（（（終値終値終値終値）））） 3,015 3,015 円円円円円円円円 ((－－24.8%)2011/6/724.8%)2011/6/7 1,0271,027円円円円円円円円 ((－－46.8%)2011/6/1346.8%)2011/6/13 8,160 8,160 円円円円円円円円 ((－－21.5%)2011/11/2521.5%)2011/11/25

株株株株株株株株 価価価価（（（（終値終値終値終値））））価価価価（（（（終値終値終値終値））））

2012/3/302012/3/30

3,420 3,420 円円円円円円円円 ((－－14.7%)14.7%) 1,2991,299円円円円円円円円 ((－－32.7%)32.7%) 10,084 10,084 円円円円円円円円 ((－－3.0%)3.0%)

当社株価当社株価当社株価当社株価のののの最高値最高値最高値最高値とととと最安値最安値最安値最安値のののの推移推移推移推移当社株価当社株価当社株価当社株価のののの最高値最高値最高値最高値とととと最安値最安値最安値最安値のののの推移推移推移推移当社株価当社株価当社株価当社株価とととと日経平均日経平均日経平均日経平均およびおよびおよびおよび他電力平均他電力平均他電力平均他電力平均のののの推移推移推移推移当社株価当社株価当社株価当社株価とととと日経平均日経平均日経平均日経平均およびおよびおよびおよび他電力平均他電力平均他電力平均他電力平均のののの推移推移推移推移((((((((月末終値月末終値月末終値月末終値月末終値月末終値月末終値月末終値))))))))
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（注）表示期間において、（注）表示期間において、22度の株式分割（基準日：度の株式分割（基準日：20052005年年33月末、月末、20072007年年33月末）を実施しているが、上記表およびグラフについて株価の調整は行っていない。月末）を実施しているが、上記表およびグラフについて株価の調整は行っていない。

※※当社一部上場時点当社一部上場時点
(2002(2002年年33月月11日終値日終値))

の株価をの株価を100100として指数化として指数化 沖縄電力沖縄電力

日経平均日経平均

他電力平均他電力平均



株主配当株主配当株主配当株主配当のののの推移推移推移推移株主配当株主配当株主配当株主配当のののの推移推移推移推移株主配当株主配当株主配当株主配当のののの推移推移推移推移株主配当株主配当株主配当株主配当のののの推移推移推移推移

FYFY 20022002 20032003 20042004 20052005 20062006 20072007 20082008 20092009 20102010 20112011

当期純利益当期純利益 百万円百万円 4,4304,430 5,5945,594 7,5917,591 9,1639,163 6,3986,398 6,5906,590 3,6353,635 7,2937,293 6,8726,872 5,0505,050

11株利益株利益(EPS)(EPS) 円円 286.52286.52 363.37363.37 494.77494.77 571.05571.05 402.25402.25 376.84376.84 207.89207.89 417.26417.26 393.36393.36 289.08289.08

配当額配当額 円円 6060 6060 6060 6060 6060 6060 6060 6060 6060 6060

配当性向配当性向 %% 20.920.9 16.516.5 12.112.1 10.510.5 14.914.9 15.915.9 28.928.9 14.414.4 15.315.3 20.820.8

11株あたり当期純利益と配当額の推移株あたり当期純利益と配当額の推移

※※当期純利益、当期純利益、EPSEPSは単体ベースは単体ベース
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年月日年月日 発行済株式数発行済株式数

1992.02.101992.02.10 14,728,13214,728,132 株式上場株式上場

1995.11.201995.11.20 14,875,41314,875,413 株式分割株式分割 1:1.011:1.01

1999.05.251999.05.25 15,172,92115,172,921 株式分割株式分割 1:1.021:1.02

2005.05.202005.05.20 15,931,56715,931,567 株式分割株式分割 1:1.051:1.05

2007.04.012007.04.01 17,524,72317,524,723 株式分割株式分割 1:1.101:1.10



沖縄県や電気事業連合会等の参考沖縄県や電気事業連合会等の参考HPHPのアドレスのアドレス

・・ http://www.okiden.co.jp/http://www.okiden.co.jp/ （沖縄電力（沖縄電力HPHP））

・・ http://www.pref.okinawa.jp/http://www.pref.okinawa.jp/ （沖縄県（沖縄県HPHP））

・・ http://www.fepc.or.jp/http://www.fepc.or.jp/ （電気事業連合会（電気事業連合会HPHP））

・・ http://criepi.denken.or.jp/index.htmlhttp://criepi.denken.or.jp/index.html （電力中央研究所（電力中央研究所HPHP））

参考参考参考参考リンクリンクリンクリンク集集集集参考参考参考参考リンクリンクリンクリンク集集集集参考参考参考参考リンクリンクリンクリンク集集集集参考参考参考参考リンクリンクリンクリンク集集集集
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本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は

推測・予測に基づくものであり、確約や保証を与えるものではありません。推測・予測に基づくものであり、確約や保証を与えるものではありません。

将来の業績は、経営環境に関する前提条件の変化などに伴い、変化するこ将来の業績は、経営環境に関する前提条件の変化などに伴い、変化するこ

とにご留意ください。とにご留意ください。

本資料に関するお問合せ先本資料に関するお問合せ先

〒〒901901--26022602

沖縄県浦添市牧港五丁目沖縄県浦添市牧港五丁目22番番11号号

沖縄電力株式会社沖縄電力株式会社

経理部経理部 財務課財務課 IRIR担当担当

TEL TEL ：： 098098--877877--23412341

FAX FAX ：： 098098--879879--13171317

Email Email ：： ir@okiden.co.jpir@okiden.co.jp


